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本論文は 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 について、実験式
の調査を用いた仮説検証型の実証研究を通じ分析を行っている 。本論文では B to B 企業の
ブランディングの中でも特に 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドのデザイン性」 の関
係に注目し 、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブランドのデザイン性が高い企業
の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではないか。 」 という課題に取組むこ と
で、 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 の一端を明らかにしよ う
と試みている 。  
本論文で 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 について研究を行
おう と考えたのは、 1つには私自身が段ボールという生産財の象徴のよ うな製品を製造す
る B to B の企業に勤めているこ と 、そしても う 1つは美術大学でデザインを学んだという
経験を生かすこ とができないかと考えたこ とが理由である 。 この 2つの特徴を生かし 、
「 B to B 企業のブランディング 」 について 「デザイン 」 の視点から研究を行う こ とで 、  
B to B 企業のブランディングの研究に新しい切り口を提供できるのではないかと考えた。  
これまでにも 、 B to B （ 生産財） 市場のブランディングに関する研究、 B to C （ 消費
財） 市場のブランド要素に関する研究、人材獲得におけるブランドの効果に関する研究、
では様々なものが行われている 。 しかし 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブラン
ドのデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではない
か。 」 という こ とについては、ケンウッ ドのCI再編や B to B の企業である村田製作所のブ
ランディングの事例のよ うに、事例と しては存在しても研究によって明らかにされたこ と
はなかった。そこで、本論文では B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効
果」 と 「 ブランドのデザイン性」 の関係に注目して研究を行う こ とで、 「 B to B 企業のブ
ランディングにおけるデザイン性の影響」 の一端を明らかにし 、 B to B 企業のブランディ
ングの研究に新しい切り口を提供する 。  
本論文は 5つの章から構成されている 。序章では、本研究をするに至った問題意識や本
論文の構成を紹介している 。第 1章では、 B to B （ 生産財） 市場のブランディングに関す











象に実施した。調査対象の学生は就職活動をこれから行う 、 または現在行っている 、 もし
くは行っていた大学 2年生から 4年生学生 195 名で、 178 の有効回答を得た。  
調査は 「 人材市場に対する効果」 の具体的なシーンと して企業の採用活動に焦点を当
て、企業を象徴するブランド要素と して 「 ロゴマーク 」 を設定し 、 「 企業のロゴマークの
デザイン性」 を説明変数に、学生の企業に対する就職活動の意向や意欲の評価を被説明変
数に設定して調査を行う こ とで、 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影
響」 を明らかにしよ う と試みている 。  
本論文では 「 ロゴマークの有無」や 「 ロゴマークのデザイン性の高低」 が学生の評価に
影響を与えるのではないかなど合計で11個の仮説を設定している 。仮説検証の結果、 ロゴ
マークを有していない企業よ り も有している企業の方が、学生から就職活動の意向や意欲
について総じて高い評価を得るこ とが明らかとなった。 さ らに、 ロゴマークのデザイン性
が低い企業よ り も高い企業の方が、 ロゴマークが企業の特性を表現していない企業よ り も
表現している企業の方が、同様に学生から高い評価を得るこ とが明らかとなった。 さ らに
ロゴマークのデザイン性と就職活動の意向や意欲の間には、強い正の相関がみられた。 ま
たロゴマークのデザイン性が学生の就職活動の意向や意欲の評価に与える影響は、男性よ
り も女性の方が強いこ と も明らかとなった。  
本研究の結果、 B to B 企業のブランディングの人材市場への効果では、ブランドの 「デ
ザイン 」 が重要な影響を与えているこ とが明らかとなった。つま り本研究の結果は、  
B to B の企業であってもブランドを構築する際には、 ロゴマークをはじめとするブランド
の 「デザイン 」 について、慎重に検討する必要があるこ とを示唆している 。  
一方で本研究の限界と しては、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効
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果」 のみに注目しており 、 「 営業活動に対する効果」 については取り上げていない点や、
ブランド要素を 「 ロゴマーク 」 のみに限定している点、 またプロモーシ ョ ンや広告活動な
どのブランド ・ コ ミ ュニケーシ ョ ンと組み合わせた場合の影響については検証していない
点、デザイン性の影響を同業種・ 同規模の企業で比較している点、などを挙げるこ とがで
きる 。今後の課題と しては、上記の限界を踏まえてブランドのデザイン性の営業活動に対
する効果や、 ロゴマーク以外のブランド要素での検証、ブランド ・ コ ミ ュニケーシ ョ ンを
組合せた場合の効果、などについての研究の可能性が考えられる 。  
上記のよ うな限界はあるものの、本研究の結果、 B to B 企業のブランディングにおける
デザインの重要性について明らかにできたこ とは、 B to B 企業のブランディングの研究に
「デザイン 」 という新しい切り口を与えるものと して、研究の発展に貢献できたと考え
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第1項 問題の所在  
本論文は、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドのデ
ザイン性」 の関係に注目するこ とで、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブランド
のデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではないか。 」
という 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 を明らかにしよ う と試
みている 。私が今回このテーマについて研究しよ う と考えたのは、 「 B to B 企業のブラン
ディング 」 と 「デザイン 」 の 2つについて実務や経験を通じ興味を持つよ うになったから
だ。  
1つ目の 「 B to B 企業のブランディング 」 について興味を持つよ うになったのは、私自
身が B to B の、それも段ボールという生産財の象徴のよ うな製品を製造する企業に勤めて
おり 、段ボールをはじめとする包装資材のよ うにコモディティ化した製品を扱う生産財メ
ーカーが陥っている 「 低利益率の業界体質」 に危機感を感じるよ うになったからである 。  
特に、私が勤務する大手包装資材メーカーの主幹製品である段ボールは、品質の差がほ
とんどなく 、各社の品ぞろえも拮抗し 、供給量が飽和状態に達しているなど 、 まさに 「 企
業間の技術的水準が次第に同質となり 、供給される製品やサービスの本質的部分での差別
化が困難で、顧客側からはほとんど違いを見出すこ とができない。 」 （ 恩藏  2007 ） が示
すよ うな、 コモディティ と しての特徴を備えた製品である 。結果と して段ボール業界は常
に熾烈な価格競争にさらされる厳しい業界とな り 、業界全体が低利益率の体質となってい
る 。 さ らに最近では環境意識の高ま りや容器包装リサイクル法の改正の影響等を受け、段
ボールなどの包装資材の使用をできる限り削減しよ う とする風潮が益々強まっており 、包
装資材市場の縮小も避けては通れない道となりつつある 。  
上記のよ うな厳しい環境の中でも 、 コモディティ化した製品を扱う生産財メーカーが生
き残っていくためには、何らかの方法によって他社との差別化を図り 、顧客から選ばれる
企業になっていかなくてはならない。 Bendixen, Bukasa and Bendixen （ 2004 ） は企業が生産
財を購入する際に重視している項目と して 「 価格」 「 デリバリー 」 「 製品性能」 「 サポー
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ト ・ サービス 」 「 ブランド 」 の 5つの項目を挙げている 。 この中で 「 価格」 での競争を避
けよ う と した場合、 「 価格」 以外で大き く差別化できる可能性が残っている項目と して
は、 「 ブランド 」 しかないのではないかと考えるよ うになった。  
2つ目の 「デザイン 」 について興味を持ったのは、私が美術大学でデザインを学んでい
たこ とが最大の理由である 。私自身が大学でデザインを学んだという経験を生かすこ とに
よって、 B to B 企業のブランディングを 「デザイン 」 という新しい切り口で研究できるの
ではないかと考えた。以上のよ うに、私は実務や経験を通じ 「 B to B 企業のブランディン
グ 」 と 「 デザイン 」 について特に興味を持つよ うになったこ とから 、本論文で 「 B to B 企
業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 について研究を行った。  
本論文では B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 に注目し 、 「 B to 
B企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 の一端を明らかにしよ う と試みてい
る 。  
 
図表序-1  本研究のア プ ロ ー チ イ メ ー ジ  
 
 
 こ こで人材市場に注目したのは大島（ 2007 ） の村田製作所の事例にもあるよ うに、日本
の B to B 企業でブランディングに力を入れる場合、人材市場に対する効果を目的とするこ
とが多いからである 。近年では B to B 企業においてもブランディングの重要性は十分に認
識されつつある 。 しかし現場レベルにおいては 「 一般消費者がお客ではないので、 コーポ
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レート ・ ブランドに力を入れても意味が無い 」 や 「 広告などをしている と顧客から値下げ
要求をされる 」 など 、ブランディングの重要性はもちろん、 ましてやデザイン性の善し悪
しなどについてはほとんど考慮されていないのが現状である 。そこで本研究を通じて B to 
B企業におけるブランディング、 さ らにはそのデザイン性の影響を明らかにするこ とによ




本論文では B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 に注目し 、 「 B to 
B企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 の一端を明らかにしよ う と試みてい
る 。本論文は実験式の調査を用いた仮説検証型の実証論文である 。本調査は2010年の 7月
16日に、私立の 4年制大学でマーケティングを専攻する学生を対象に、質問紙法を用いて
実施した。調査対象の学生は就職活動をこれから行う 、 または現在行っている 、 もし くは
行っていた大学 2年生から 4年生学生 195 名で、 178 の有効回答を得た。  
仮説の検証は 「 企業のロゴマークのデザイン性」 を説明変数と し 、学生の 「 興味を感じ
る企業の順位」 及び 「 印象」 「 会社に対する興味」 「 会社について調べてみたいか 」 「 会
社説明会に参加してみたいか 」 「 エン ト リーをしてみたいか 」 の評価を被説明変数と して
統計的分析を用いて行った。分析の結果、 ロゴマークを有していない企業よ り も有してい
る企業の方が、学生から就職活動の意向や意欲について総じて高い評価を得るこ とが明ら
かとなった。 さ らに、 ロゴマークのデザイン性が低い企業よ り も高い企業の方が、 ロゴマ
ークが企業の特性を表現していない企業よ り も表現している企業の方が、同様に学生から
高い評価を得るこ とが明らかとなった。 さ らにロゴマークのデザイン性と就職活動の意向
や意欲の間には、強い正の相関がみられた。 またロゴマークのデザイン性が学生の就職活
動の意向や意欲の評価に与える影響は、男性よ り も女性の方が強いこ と も明らかとなっ
た。  
本研究を行った結果、 B to B 企業のブランディングの人材市場に対する効果では、ブラ
ンドの 「デザイン 」 が重要な影響を与えているこ とが明らかとなった。つま り本研究の結
果は、 B to B の企業であってもブランドを構築する際には、 ロゴマークをはじめとするブ
ランドの 「デザイン 」 について、慎重に検討する必要があるこ とを示唆している 。  
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第3項 本論文の構成 
本論文は大き く 5つの章から構成されている 。序章では、本研究をするに至った問題意
識や本論文の構成を紹介している 。第 1章では、 B to B （ 生産財） 市場のブランディング












グ 」 「 ブランド 」 「 ブランディング 」 といった用語の前に、 「 生産財」や 「 B to B 」 とい
う用語を合わせて使用する場合がある 。高嶋、南（ 2006 ） は企業間取引すなわち、売り手
企業が消費者個人ではなく企業・ 組織を対象に製品（ サービスを含む ） を販売する場合、
取引の目的が 「 （ 1 ） 顧客の生産活動目的」 「 （ 2 ） オフ ィ スなどでの組織的利用」
「 （ 3 ） 流通業者による再販売目的」 という 3つに分かれる事を指摘している 。 さ らにこ
の 3つの目的のうち （ 1 ） と （ 2 ） に当たる 、生産活動目的と組織利用の製品需要に対す
る企業・ 組織向けのマーケティングのこ とを 「 生産財マーケティング 」 と定義している 。  
一方で 「 生産財マーケティング 」 ではなく 「 B to B マーケティング 」 と呼ぶ場合は、生
産活動目的以外に使用される製品やサービスのマーケティングも含まれる 。つま り 「 B to 
Bマーケティング 」 の方が 「 生産財マーケティング 」 よ り もよ り広義の意味を持つものと
して 2つの用語を使い分けている 。  
また、個人や家庭ではなく営利企業・ 政府機関・ 公益機関などの組織を対象と したマー
ケティングについて研究を行ったHutt and Speh （ 2004 ） も 、 この分野の呼び方には、提供
される財の特性に注目した 「 生産財マーケティング 」 、顧客の組織性に注目した 「 ビジネ
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ス ・ マーケティング （ 事業者向けマーケティング ） 」 、売り手と買い手が両方と も事業者
であるこ とに注目した 「 ビジネス ・ ト ゥ ・ ビジネス （ B to B／B2B ） マーケティング 」 、
Hutt and Speh （ 2004 ） が採用している 「 Industrial Markets （ 産業向け用途市場） 」 という
副題付きの 「 Business Marketing （ ビジネス ・ マーケティング ） 」 という よ うに、複数の方
法が存在するこ とを指摘している 。 しかし Hutt and Speh （ 2004 ） の翻訳を行った笠原は、
これらの呼び方に多尐の語感の違いはあるものの、企業をはじめとする組織が顧客となる
マーケティングという点で共通しており 、ニュアンスの違いを細かく議論する特別な意味
はないとの考えを示している 。そしてHutt and Speh （ 2004 ） の翻訳においては 「 産業財マ
ーケティング 」 という訳を適用している 。  
そこで本論文においては、企業をはじめとする組織が顧客となるこ とを表わす表現と し
ては、基本的には 「 B to B 」 という用語を用いている 。その中でも特に生産に使用される
財を示す場合には 「 生産財」 という用語を用いるこ と と した。 これらの用語間の意味の違
いについてはHutt and Speh （ 2004 ） の翻訳を行った笠原の意見を参考にし 、ほとんど違い




また企業間取引を表わす表記方法は 「 B to B 」 「 B2B 」 「 Business to Business 」 など 、幾
つかのパターンが存在するが、本論文では表記は全て 「 B to B 」 に統一して用いている 。
ただし文献を引用した際に、引用元の文献で 「 B to B 」 以外の表記方法が使用されている
場合は、文献で使用されている表記方法を踏襲する 。 また企業間取引を 「 B to B 」 と表記
するこ とから 、企業対一般消費者間の取引を 「 B to C 」 と表記する 。文献での使用方法が




本論文では、 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響に注目している 。
そこでブランド要素の中でも特に 「 ロゴマーク 」 について用語の整理を行った。  
ロゴマークをはじめとする企業・ 製品がもつマークの分類や呼び方は研究者によって異
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なっており 、統一されていないのが現状である 。例えばKeller （ 2008 ） は、 ロゴには独特
の書体で書かれた企業名や商標（ 文字だけで作ったワード ・ マーク ） から 、企業名・ 企業
活動と関係ない抽象的デザインの 「 シンボル 」 に至るまで、様々なタイプが存在し 、多く
のロゴがワード ・ マーク とシンボルの両極の中間に位置する と指摘している 。  
一方で小川（ 2009 ） は、 ロゴマークは日本の法律では 「 表章」 と呼ばれているものを指
し 、 ロゴマークには 「 ワードマーク 」 と 「 シンボルマーク 」 の 2つがある と している 。  
 
図表序-2  ロ ゴ マ ー ク と 商標の分類 
 




のである 。 さ らにこのロゴマークのうち、商業的に使用されているものを 「 商標」 とい
い、商標の種類と して文字商標・ 図形商標・ 記号商標・ 総合商標の 4つを挙げている 。文
字商標は企業名やブランド名をデザインしたものである 。図形商標は名前や商品内容を図
形化したものである 。記号商標は表示対象を記号化したもので文字商標と記号商標の中間
的な形態である 。総合商標は文字商標・ 図形商標・ 記号商標を組み合わせた商標である 。  
さ らに芳賀、八つ橋（ 2002 ） は、 ロゴのタイプを大き く企業ロゴと商品ロゴに分けそれ
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ぞれに、主に文字を用いたワード ・ マーク と 、主に図形を用いたシンボル ・ マークがある
と している 。 ワード ・ マークは独特の書体で書かれた企業名や商標のこ とで、シンボル ・
マークはワード ・ マーク以外の図形を中心と して表現されたロゴのこ とである 。  
 
図表序-3  ロ ゴ の種類 と タ イ プ  






































（ 出所 ） 芳賀 、 八つ橋 （ 2002 ） 44ペー ジか ら 48ペー ジ よ り 作成  
 
したがって芳賀、八つ橋（ 2002 ） は、 ロゴにはワード ・ マークが有している言語的なも
の （ ソニーやエルメ ス ） から 、抽象的で非言語的なもの （ 花王の月マークやナイキのスウ
ォッシュ ） まで、様々なタイプがある と指摘している 。  
また原田（ 1989 ） は、シンボルは 「 シンボルマーク 」 と 「 ロゴマーク 」 の 2つの種類に
わけるこ とができる と している 。シンボルマーク とは単純な図形で表わせるシンボルのこ
とで、文字ならば 1文字か 2文字、あるいは他の形をモチーフと した比較的まとま りのあ
るシンボルのこ とだと している 。一方でロゴマークは社名やブランド名など 、その名称を
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表わす一連の文字全体をデザインしてシンボル化したものである と している 。  
以上のよ うに、 ロゴマークをはじめとする企業・ 製品がもつマークの分類や呼び方は、
研究者によって異なっている 。そこで本研究においては、先行研究をも と下図の様に改め
て用語の整理を行った。本研究では、 まずこれらの最も大きなく く り を 「 シンボル 」 と
し 、ブランドを象徴するあらゆる要素を表わす広義の意味で用いている 。 さ らにシンボ
ル ・ マークやワード ・ マーク 、その他の各表章を代表する用語と して 「 ロゴマーク 」 を用
いている 。上記の整理を反映し 、本論文の中でブランドのマークについて記載する場合は
「 ロゴマーク 」 に統一して表記するこ と と した。  
 
 












第1節  先行研究の調査 
第1項 B to B （ 生産財 ） 市場のブランディングに関する研究  
本論文では、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドの
デザイン性」 の関係に注目するこ とで、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブラン
ドのデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではない
か。 」 という 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 を明らかにしよ
う と試みている 。はじめに関連する分野の先行研究及び事例の調査を行った。本研究で
は、先行研究を大き く 3つの視点から調査している 。それは 「 B to B 市場のブランディン
グに関する研究」 「 B to C 市場ブランディングにおける 、ブランド要素の研究 」 「 人材獲
得におけるブランドの効果に関する研究」 の 3つである 。  
生産財取引には、高嶋、南（ 2006 ） が言う よ うに 「 合目的性」 「 継続性」 「 総合依存
性」 「 組織性」 の 4つの特徴がある 。そのため 「バイヤーの意思決定は合理的な理由によ
る判断に基づいて行われるので、非合理的なブランドはほんど重要性を持たない。 」
（ Rosenbroijer 2001 ） という考え方が根強く残っており 、ブランドの効果については懐疑的
な見方も多かった。崔（ 2008 ） にもあるよ うに、 これまでブランドの研究のほとんどは消
費者を対象に行われ、生産財にはあま り関心が向けられてこなかった。  
しかし最近では Tybout and Calkins （ 2005 ） や余田（ 2006 ） にもあるよ うに、 B to B 企業
もブランディングを重視すべきだという意見が強まっている 。 Kotler and Pfoertsch （ 2006 ）
はその理由と して次の 3つを挙げている 。  
 
（ 1 ） 似通った商品・ サービスの増殖によって差別化が難し くなっているこ と  
（ 2 ） 商品とサービスを組合せたソ リ ューシ ョ ン型の複雑な商品の台頭。  
（ 3 ） 価格引下げ圧力の一層の強ま り 。  
 
さ らに Keller （ 2008 ） は生産財及び B to B 製品のマーケティングにおいては、消費財と
異なるブランディング活動が必要な場合がある と指摘し 、 「 戦略的ブランドマネジメン ト
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第 3版」 の中で、生産財及び B to B 製品のブランディングに対する以下のよ うな 5つの追
加的なガイ ド ラインを提示している 。  
 
（ 1 ） 生産財企業は製品ラインの数が多く製品バリエーシ ョ ンが複雑である 。そのた
め論理的で明快なブランド階層を構築する必要がある 。そこで有名で一目置か
れている企業名と製品モディファイアーを組み合わせたサブ ・ ブランドの構築
など 、 コーポレート ・ ブランディングやファ ミ リー ・ ブランディングを採用し
た明確なブランド階層の構築が有効である 。  
（ 2 ） そもそも生産財は機能性や費用対効果の製品関連連想が強い製品である 。 しか
し消費財のよ うにパフォーマンス非関連連想に結びつけるこ と も 、新しいブラ
ンド ・ エクイティの構築につながる方法である 。  
（ 3 ） 生産財のマーケティングは顧客と直接、 もし くは対面でのコ ミ ュニケーシ ョ ン
が多くなる傾向がある 。 しかし広告などの間接的なコ ミ ュニケーシ ョ ン手段を
適度に組み合わせるこ とで、認知やブランド連想の強化につながり 、 よ り効果
的なコ ミ ュニケーシ ョ ンに発展させるこ とができる 。  
（ 4 ） 自社の製品やサービスの顧客である企業を明らかにするこ とで、顧客である他
社のエクイティを活用し 、二次的連想の強化につなげる 。  
（ 5 ） 生産財の顧客は 1つの企業であっても 、エンジニアや経理担当者、購買責任者
など複数のセグメン トの顧客が同時に存在する 。そのためそれぞれのセグメン
トに共通するポイン ト をしっかり と押さえ、 さ らにその上によ り細かな顧客セ
グメン トに合わせたコ ミ ュニケーシ ョ ンを行う必要がある 。  
 
 上記のよ うに、最近では B to B 企業においてもブランディングの重要性が高まってい
る 。 このよ うな中で、 B to B 企業のブランディングにおいても 、ブランド ・ エクイティを
構成する要素に注目した研究がなされるよ うになっている 。 B to B においてどのよ うな要
素がブランド価値の構築につながるのか、 というブランドの価値を構成する要素に関する
研究と しては、まずMudambi, Doyle, and Wong （ 1997 ） の生産財商品の購入におけるブラン
ド価値構成モデルに関する研究を挙げるこ とができる 。  
Mudambi, Doyle, and Wong （ 1997 ） は生産財の購入プロセスのモデルから 「 製品性能」
「 デリバリー 」 「 サポート ・ サービス 」 「 企業業績」 の 4つの要素を基本的な柱とする 、
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生産財商品の購入におけるブランド価値構成モデルを構築している 。 さ らにそのモデルを
イギ リ スのベア リ ング精密機器を扱う メーカー、卸売業者、購入者15名に対し詳細なイン
タビューを行った結果と照らし合わせて、構築したモデルについて検証を行っている 。  
 
図表 1-1  ブ ラ ン デ ィ ン グ ・ シ ス テ ム 
 
 
（ 出所 ） Mudambi, Doyle, and Wong （ 1997 ） 439 ペー ジ よ り 作成 
 
図表 1-2  カ ス タ マ ー ・ ブ ラ ン ド ・ バ リ ュ ーの風車 を 構成す る 要素の例  
 








点、 また買い手と供給業者の間にリ レーシ ョ ンシップが形成されている場合があるこ とな
どが挙げられる 。以上よ り 、 Mudambi, Doyle, and Wong （ 1997 ） は生産財ブランディングに
消費財ブランディングの方法論をそのまま水平展開させるこ とは難しいという 示唆を与え
ている 。  
他にはBendixen, Bukasa and Bendixen （ 2004 ） が行った、 B to B ブランドのブランド ・ エ
ク イティの源泉となる要因に関する研究を挙げるこ とができる 。 Bendixen, Bukasa and 
Bendixen （ 2004 ） は B to B で取扱われる製品におけるブランド ・ エクイティの存在の確認
するために、ブランド ・ エクイティの源泉となる要因及び、効果的なコ ミ ュニケーシ ョ
ン ・ チャンネル、 さ らにブランド重要性について研究を行っている 。 Bendixen, Bukasa and 
Bendixen （ 2004 ） は成熟市場と して中型の屋内のブレーカーパネル市場を設定し 、中型の
屋内のブレーカーパネルの購入を検討している南アフ リ カの生産財メーカーの DMU （ 意
思決定部門） で働く54人に対してアンケート調査を行っている 。  
 
図表 1-3 ブランドによる価格プレミアムの効果 
 
（ 出所 ） Bendixen, Kalala, and Abrattb （ 2004 ） 377 ペー ジ よ り 作成 
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そのデータ と購買プロセスにおいて重要な要因である 「 ブランド 」 「 価格」 「 納期」
「 技術」 「 保守整備」 の 4つの要因を用いて分析を行っている 。その結果、名前が有名な
ブランド力のある企業の方が、 よ り高い価格プレ ミ アムが得られるこ とが明らかとなっ
た。 さ らにブランド力のある企業の方が 「 ハロー効果」 が得られるこ と 、 またブランド ・
エクイティの源泉となる要因と して、デリバリーなどの 「 知覚品質」 が重要であるこ と 、
さ らに効果的なコ ミ ュニケーシ ョ ン方法と してバイヤーの主な情報源となっている展示会
等が有効であるこ と 、などを指摘している 。  
最近ではKuhu, Alpert, and Pope （ 2008 ） が行った、 Keller の顧客ベースのブランド ・ エク
イティ ・ ピラ ミ ッ ドを 、 B to B ブランドに応用する試みを挙げるこ とができる 。下図の右
側のピラ ミ ッ ドは Keller の顧客ベースのブランド ・ エクイティ ・ ピラ ミ ッ ドを B to B に応
用したものである 。Kuhu, Alpert, and Pope （ 2008 ） の図によれば B to B ブランドの構築の最
もベースとなるものは、個別商品のブランドではなく コーポレート ・ ブランドの認知とな
っている 。次の段階では、企業のレピュテーシ ョ ン （ 評判） が B to C におけるイ メージに
取って代わっている 。  
 
図表 1-4  B to Bに 応用 し た ブ ラ ン ド ・ エ ク イ テ ィ ・ ピ ラ ミ ッ ド  
 
 
（ 出所 ） Kuhu, Alpert, and Pope （ 2008 ）  42 ペー ジ 及び50ペー ジ よ り 作成 
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さ らにその次の段階であるレスポンスにおいては、 B to C のフ ィーリ ングの代わりに営
業担当者との関係があてはめられている 。そして最後の B to C のリ レーシ ョ ンシップの段
階では、 B to C とはやや異なり 、自社にとって最適なソ リ ューシ ョ ンの提案である とか、
ビジネス上のパートナーシップが感じられるかという 「 パートナーシップ ・ ソ リ ューシ ョ
ン 」 が置かれている 。  
以上のよ うに B to B においてもブランド価値を構成する要素についての研究はなされて
いる 。 しかし B to B においては 「 合目的性」 という よ う な取引の特徴や、価格や性能など
の製品関連連想が強いという よ う な影響で、 Keller （ 2008 ） が代表的なブランド要素して
挙げているよ うな、 「 ブランド ・ ネーム 」 「 URL 」 「 ロゴ 」 「 シンボル 」 「 キャラ クタ
ー 」 「 スポークスパーソン 」 「 スローガン 」 「 ジングル 」 「 パッケージ 」 「 サイネージ
（ 記号） 」 といった、製品非関連連想についての研究は、 まだあま りなされていない。  
 
 
第2項 B to C （ 消費財 ） 市場のブランディングに関する研究  
 一方で B to C 市場においては 「 ブランド ・ ネーム 」 「 URL 」 「 ロゴ 」 「 シンボル 」 「 キ
ャラ クター 」 「 スポークスパーソン 」 「 スローガン 」 「 ジングル 」 「 パッケージ 」 「 サイ
ネージ （ 記号） 」 といった製品非関連連想のブランド要素に関する研究も盛んである 。例
えばAaker （ 1991 ） がブランド ・ エクイティの中心的な要素と して挙げている 「 ブランド
のシンボル 」 と して最もよ く用いられる 「 ロゴマーク 」 につても 、様々な研究がなされて
いる 。  
ロゴマークに関する最も代表的な研究と しては、Henderson and Cote （ 1998 ） のロゴマー
ク作成・ 修正時のガイ ド ラインに関する研究を挙げるこ とができる 。 Henderson and Cote 
（ 1998 ） はロゴマークの重要なデザイン特性と して 「 ナチュラル （ 具象性・ 有機性） 」
「 ハーモニー （ 対称性・バランス ） 」 「 精密（ 複雑さ ・ 動的さ ・ 深さ ） 」 「 平行」 「 円 」
「 プロポーシ ョ ン （ 縦横比） 」 「 繰り返し 」 という 7つの要素を識別している 。加えてよ
いシンボル ・ マークの条件と して 「 正確に認知される 」 「 誤って認知される （ 見たこ とが
ないシンボルを見たこ とがある と錯覚する ） 」 「 ポジティブな感情を生む 」 「 共有された
意味を持つ 」 の 4つを識別している 。そしてデザイン特性がシンボル ・ マークのよさに下
図のよ うな影響を与えるこ とを明らかにしている 。  
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さ らにHenderson and Cote （ 1998 ） はこの結果から 、高い認知を目的とする場合には 「 正
確な認知」 「 ポジティブな感情」 「 共有された意味」 を 、省投資を目的とする場には 「 誤
った認知」 と 「 ポジティブな感情」 を 、ハイ ・ イ メージを目的とする場合には 「 ポジティ
ブな感情」 を 、つく りだすよ うにデザイン特性を組み合わせるこ とを提案している 。そし
てそれらの効果をもつデザインを作成するために、 ロゴマークの重要な 7つのデザイン特
性をどのよ うに組み合わせるべきかの示唆を与えている 。  
 




































































（ 出所 ） Henderson and Cote （ 1998 ） 25 ペー ジ よ り 作成 
 
またHenderson and Cote （ 2004 ） は、 タイプフェイスデザインの選択をサポートするガイ
ド ラインについても研究を行っている 。Henderson and Cote （ 2004 ） は企業の印象構築へタ
イプフェイスの選択が影響を与えるこ と 、 タイプフェイスの種類によって与える印象が違
う こ とを明らかにし 、逆にタイプフェイスの持つデザイン的な特性から 、企業側が意図す
る印象を顧客の中に構築するためには、どのよ うなデザイン的特徴を持つタイプフェイス
を選択するのが好ましいのかを示唆するガイ ド ライを提示している 。 しかしながら 、 タイ
プフェイスで伝えるこ とのできる印象の量には限界があるため、企業側は伝えたい印象の
取捨選択（ ト レード ・ オフ ） をしな くてはならないと も指摘している 。  
Henderson and Cote （ 2004 ） は、 タイプフェイスのデザインの主要な要因 4個
（ Pleasing ・ Engaging ・ Reassuring ・ Prominent ） を抽出し 、 これらの要因を用いて、大
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学生３ ３ ６人に収集したタイプフェイスのサンプルに対する印象の調査を実施している 。
上記で抽出した要因及び調査結果を用いてク ラスター分析を行い、最終的に 6個のク ラス
ターを抽出。それぞれの印象・デザインに関する評価及び、それらに適合するタイプフェ
イスのサンプルを提示している 。  
 
図表 1-6  タ イ プ フ ェ イ ス デザ イ ン の選択を サポ ー ト す る ガ イ ド ラ イ ン  
 




さ らにロゴマークの形に関する研究と しては、 Narelle, Ewing, and Jevons （ 2007 ） のロゴ
マーク と黄金比の関係に関する研究が挙げられる 。 Narelle, Ewing, and Jevons （ 2007 ） はロ
ゴデザインにおける黄金比の文化を越えた反応を調査している 。オース ト ラ リ ア 、シンガ
ポール、南アフ リ カの 3国で調査を実施した結果、文化の違いを越えて黄金比を取り入れ
たロゴマークを好む傾向があるこ とを明らかにしている 。  
 
図表 1-7  調査に使用 し た ロ ゴ マ ー ク  
 
（ 出所 ） Narelle, Ewing, and Jevons （ 2007 ） 462 ペー ジ よ り 作成 
 
図表 1-8  黄金比の影響 
 




作られたロゴでは 1 ： 1の比率が好まれた。そのこ とから当論文は次の 3つの示唆を与え
ている 。 1つ目は、人々は黄金比に対して普遍的な魅力を感じる という こ と 。 2つ目は、
この調査結果は一般的に黄金比に対して信じられている美学的な優位性を支持するこ と 。
そして 3つ目は、 ロゴデザインにおける黄金比の審美的な優位性が自然をモチーフにした
ロゴデザインに限定される （ 人工的に構築されたロゴでは 1 ： 1の比率を用いたものが最
も好まれる傾向があった ） こ とである 。  
また消費財市場におけるブランド要素の研究では、ブランド要素間の関係性に注目した
ものもなされている。例えば Klink （ 2003 ）は、ブランドネームとブランドマーク
（色・形・サイズ）間の関係に関する研究を行っている。 Klink（ 2003 ）はこの研究で
2 つの調査を行っている。 1 つ目は、ブランドネームとブランドマーク（色・形・サイ




university の大学院生 82 人に対し、新しい黒ビールブランドのブランド・ネームとブラ
ンドマークの形を見せた後で質問に答えてもらう方法で調査を行っている。 
2つの調査を通じ 、 Klink （ 2003 ） はブランドの構築においては商品特性に対して、ブ
ランドネームとブランドマーク （ 色・ 形・ サイズ ） の一貫性があるほどよ り効果的なブラ
ンドの構築につながるこ とを明らかにしている 。  
さ らにHynes （ 2009 ） は、 ロゴの色・デザイン ・ 想起させる意味の 3者の関係が企業イ
メージの構築にどのよ うな影響を与えているかについて研究を行っている 。データはスコ
ッ ト ランドで行った路上調査及び、 MBA の学生に対して行ったインターネッ ト調査によ
って収集されている 。調査は、はじめにモノ クロで表現された架空もし くはほとんど知ら
れていない企業のロゴを企業を説明と文章を一緒に見せ、そのロゴのイ メージに最も当て
はまる と思われる言葉を リ ス トの中から 3つ選択してもら う 。次に青・ 赤・ 黄色・ 緑・
紫 ・ オレンジ ・ ピンク ・ 茶色の 8色でそれぞれ色付けしたロゴを見せ、どの色が最もロゴ
に合っているか選択しても らい、最後に 8つの色に対して10個の言葉を用いて想起される
イ メージを説明しても ら う方法である 。  
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Hynes （ 2009 ） は研究の結果、企業のミ ッシ ョ ンステート メン トの言葉と ロゴから想起
する言葉の間には非常に強い関係性があるこ と 、 さ らにロゴと ロゴから想起する意味、 ロ
ゴと ロゴにふさわしいと思われる色の間には、強い関係性があるこ とを明らかにしてい






















































































( 出所 ) Hynes (2009) 553 ペー ジ よ り 作成 
 
 
第3項 人材獲得におけるブランドの効果に関する研究  
さ らに本研究で注目している 、 B to B 企業のブランディングにおける 「 人材市場に対す
る効果」 についても先行研究の調査を行った。 B to B 企業のブランディングにおける 「 人
材市場に対する効果」 については、余田、首藤（ 2006 ） が言及している 。  
余田、首藤（ 2006 ） は B to B におけるブランディングの効果について、顧客企業に対す
る効果と社会全般にわたる様々なステークホルダー （ 従業員・ 投資家・ 人材市場など ） に
 26 
対する効果の、大き く 2つ視点から考察を行っている 。人材市場に対する効果について
は、 B to B 企業は製品やサービスが一般層の目に全く触れないこ と もあるので、 B to C 企
業に比べて業界関係者以外での知名度が低く 、事業内容をイ メージしにくい場合が多い。
こ う した状況は人材獲得競争において B to B 企業を不利な立場に置く と指摘している 。  
さ らに本書の中で余田、首藤（ 2006 ） は B to B 企業の人材市場に対するブランディング
の効果と して主に 2つの効果をあげている 。 1つ目は企業と人材のミ スマッチを最小限に
とどめる効果である 。企業風土や事業内容への理解が増せば、その企業に合った人材が積
極的に応募するよ うになるからである 。 2つ目は企業への応募者層の拡大と質的向上であ
る 。 これは就社ターゲッ ト層での認知と事業内容理解の向上によって、 これまでその会社
に就職する意向が無かった層をも取り込む効果がある 。余田・ 首藤（ 2006 ） はこのよ うに
B to B 企業にとって、ブランド強化による人材市場へのアプローチが重要であるこ との例
と して、村田製作所の事例を取り上げている 。  
また海外では、 B to B 企業に限定されてはいないが Collins and Stevens （ 2002 ） が、パブ
リ ィシティ ・ スポンサーシップ ・ 口コ ミ ・ 広告の 4つの早期採用関連活動が、工学部の学
生の応募意思決定にどのよ うな影響を及ぼすのかについて、顧客ベースのブランド ・ エク
イティの理論を応用した研究を行っている 。  
Collins and Stevens （ 2002 ） は採用活動と親和性の高いマーケティング ・ ミ ッ クスの手法
と して、パブリ ィシティ ・ スポンサーシップ ・ 口コ ミによる裏付け ・ ブランド関連の広告
の 4つを抽出している 。 これらの 4つのマーケティング ・ ミ ッ クスの手法とブランド ・ エ
クイティの構成要素であるブランド ・ イ メージの関連性を調査するこ とによ り 、応募意思
決定におけるブランド ・ イ メージの影響を明らかにしよ う と している 。調査は 3校の工学
大学院の就職課のサポート を得て、就職活動を行っている学生に対し調査票を郵送するこ
とで実施し 、 133 の有効回答を得ている 。調査の結果、早期採用関連活動とブランド ・ イ
メージの間には間接的な影響があるこ とが明らかにされている 。特に口コ ミによる裏付け
とブランド ・ イ メージの関連が強い事も判明した。  
Cable and Tueban （ 2003 ） は、会社の評判が求職者に与える影響と 、その理由について調
査を行っている 。Cable and Tueban （ 2003 ） は採用活動のシーンを用いて実施した実験結果
をも とに分析を行っている 。調査はフォーチュンのランキングを参考に、評判が良い企
業・ 悪い企業、評判広告が十分な企業・ 不足している企業、給与が多い企業・ 尐ない企業
の 2× 2× 2の組み合わせて操作して作成した架空の企業の採用活動の資料を被験者に配
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布し 、その評価を回答しても ら う ものである 。 さ らに 1週間後にメールで与えられた資料
の記憶に関する調査を行い、最終的に 339 の有効回答を得ている 。分析の結果以下の事を
明らかにしている 。  
 
（ 1 ） 求職者は仕事の特徴について評判をシグナルと して参考にしている 。  
（ 2 ） 評判は個人が組織のメンバーシップに期待するこ とに誇り を感じさせる 。  
（ 3 ） 求職者は会社の評判をよ り肯定的なものに結びつけるためには、賃金が低く
なる形で価格プレ ミアムを支払う こ とをいとわなかった。  
（ 4 ） 組織への親しみやすさは、求職者が人材公募について 1週間後に思い出すこ
とができた情報量と影響していた。  
（ 5 ） 架空の企業ではあったが、評判は主に口コ ミによって伝播され、広告では効
果が全くない。  
 
Cable and Tueban （ 2003 ）  は、 これまで採用活動とマーケティングの間にはほとんど架
け橋となる研究が無かったが、 イ メージと評判を通じたコ ミ ュニケーシ ョ ンによって、個
人の限られた市場を惹きつけるのを助ける という機能は両方に共通したものであり 、採用
活動とマーケティングには類似した点がある といえる と し 、採用活動におけるマーケティ
ング的な視点の有用性を指摘している 。  
DelVecchio, Jarvis, Klink and Dineen （ 2007 ） は、学生に対する 2つの実験結果をも とに、ブ
ランド ・ エクイティが求職者の求人案内に対する認識に影響を与える事ができるこ とを明
らかにしている 。 1つ目の実験はファイナンス ・ 会計学・ コンピューター情報システムを
専攻する学生 385 人に対し 、ブランド ・ エクイティの高い企業の仕事の求人案内と 、ブラ
ンド ・ エクイティの低い企業の仕事の求人案内の 2種類を提示し 、給与条件と仕事の魅力
に関して質問を行う ものである 。 2つ目の実験は在学中のビジネス ・ スチューデン ト 147
人に対し 、ブランド ・ エクイティの高い企業の仕事の採用通知とブランド ・ エクイティの
低い企業の仕事の採用通知で、給与金額をわずかに変更したものを提示して、職業選択に
関する質問を行う ものである 。  
調査の結果、求職者がブランド力のある企業の仕事に就きたいという強力な願望を持っ
ているこ とが明らかにされている 。 この願望の根底には、ブランド力のある企業の仕事が
概して訓練と技術を従業員に提供し 、彼らに能力を発揮する場を提供するこ とで、労働意
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欲の発露を与えてくれるこ とがあげられる 。 さ らにその結果と してブランド力のある企業
の仕事に就く こ とで、その後の履歴書に箔が付く こ と も理由の一つとなっているこ とが明
らかとなった。以上のこ とから 、企業と求職者の関係が企業と消費者の関係に非常に似て
いるこ と 、 また求職者が認識する会社の評判そのものが、消費者に向けたブランド ・ コ ミ
ュニケーシ ョ ンによって築かれているこ とから 、求職者に対するコ ミ ュニケーシ ョ ンにお
いてもブランド ・ エクイティの考え方が応用できるのではないかと指摘している 。  
以上のよ うに、 コ ミ ュニケーシ ョ ンによって個人の限られた市場を惹きつけるのを助け
る という機能は採用活動とマーケティングの両方に共通したものであり 、両者には似通っ
た点が多い。 このため採用活動においてもマーケティングで研究されているよ うな 「 ブラ
ンド ・ エクイティ 」 の考え方は、有効である と言える 。  
 
 
第2節 企業のブランディングが人材市場へ好影響を与えた事例  
第1項 ケンウッドのCI再編 
実際に企業のブランディングが人材市場へ好影響を与えた事例と しては、山本（ 1989 ）
及び中西（ 2010 ） で取り上げられている 、 1980年初めごろに行われた 「 ケンウッ ド 」 のCI
再編の事例と 、大島（ 2006 ） 、大島（ 2007 ） 及び余田、首藤（ 2006 ） で取り上げられてい
る 、 1990年ごろから始まった 「 村田製作所」 のブランディングの事例を挙げるこ とができ
る 。  
1つ目のケンウッ ドは主に消費財を取扱う企業であり 、 またCI （ コーポレート ・ アイデ
ンティティ ） 再編に取組んだのも前身である ト リオの経営が行き詰まっていたこ とが理由
であるが、CI再編後の人材市場への効果には著しいものがある 。当社は1980年代初めご
ろ、それまで市場によって使い分けていた 「 ト リオ （ TORIO ） 」 と 「 ケンウ ッ ド
（ KENWOOD ） 」 という 2つのブランドの 1本化をはじめと した、CIの再編に取り組ん
でいる 。 この際に新し く取り入れられた 「 KENWOOD 」 という社名及びデザインは、そ
のステッカーを車に貼るこ とが若者の間で流行するほど高い評価を受け成功を収めた。 さ
らにこのCI再編は人材市場対しても効果を発揮するこ と となった。  
まず 「 工場採用」への効果については、当時山形県にあった東北ト リ ノの工場をこの新
しいCIを元にリニューアルしたと ころ 、 スマート なイ メージでカッコイイ工場だと人気に
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なり 、女子従業員の応募が増え、東北ト リ ノは地域内で女子就業者の人気ナンバーワンと
なったこ とが挙げられる 。  
さ らに、同時に全社的な就職人気ランキングでもケンウッ ドが上位に躍進するよ うにな
った。 この全社的な就職人気ランキングの向上は特に 「 新卒の文科系学生」 と 「 技術系の
中途採用」 の面で顕著な効果が表れている 。 「 新卒の文科系学生」への効果については、
若者の間で 「 KENWOOD 」 ブランドはイ メージがカッコイイ と して人気が高ま り 、技術
系学生のみならず文科系学生の応募が増加したこ とが挙げられる 。昭和58年から昭和62年
までの 5年間の応募状況を見る と 、会社訪問学生の中には地方大学（ 旧帝大）や、 4年制
の女子学生もまじるよ うにな り 、 4年制女子の10名採用予定に 150 名程度が会社説明会に
参加するよ うな年もあった。文科系の内定後の定着性も良くな り 、以前は20％程あったキ
ャンセル率がCI再編後には10％程度にまで低下している 。  
 
図表 1-10  ケ ン ウ ッ ド の CI 再編後の採用活動状況 
採用数（大卒） 会社説明会参加 ハガキの資料請求
昭和58年（1983） 0人 0人 （未集計）
昭和59年（1984） 0人 0人 （未集計）
昭和60年（1985） 44人 500人 5500通
昭和61年（1986） 87人 7000人 6500通
昭和62年（1987） 68人 1,200人 （未集計）  
（ 出所 ） 山本 （ 1989 ） 59ペー ジ よ り 作成 
 
さ らに 「 技術系の中途採用」 については、 も と も とケンウッ ドに対する評価が高いこ と
に加え、TORIOから KENWOOD に改めた背景には総合エレク ト ロニクス メーカー志向が
あるこ とが理解されて、信頼感を一段と高める効果があった。  
リ クルートの営業マン達に聞いても 、 TORIO-KENWOOD は、 AIWA 、 TEACに比べて
上位である との認識が定着した。実際、応募の問合せは AIWAが 300 名程度に対して、
KENWOOD は 5,000 名と約17倍以上の人気であり 、 ランキングも上がった。若い人たち
に KENWOOD を何で知ったか、 と聞く とオーディオのステッカーでなどの回答が返って
きた。文科系では昭和61年には 236 位となり 、住友電気工業や日本道路公団が同順位、ポ
ッカ 、松坂屋、兼松江商（ 全て 228 位） などに次ぐ上位進出を果たした。理科系のランク
は文科系以上で昭和61年には 111 位まで上昇した。野村証券（ 109 位） 、キ リ ン （ 110
 30 
位） に次ぐ位置である 。いずれにしろ 、CI再編前はランキング外にあった企業が一躍人気
企業の仲間入りをしたのである 。  
 















（ 出所 ） 山本 （ 1989 ） 60ペー ジ よ り 作成 
 
図表1-12  ケ ン ウ ッ ド の ブ ラ ン ド イ メ ー ジ  
 





2つ目の村田製作所の事例は、 まさに B to B 企業がブランディングに取組んだ事例であ
り 、 またその目的も 「 優秀な人材の確保」 であった。村田製作所は1989年頃から本格的に
ブランド構築に取り組んできたが、その契機となったのは新卒採用者のメーカー離れに伴
い、優秀な人材の確保が難し くなったこ とである 。優れた人材を得られなければ、将来の
事業の成長・ 発展は望めない。 また知名度がないという事実は、若手社員の自信を挫く こ
とにつながっており 、中期的な経営の観点から社内を活性化するこ と も命題の 1つであっ
た。 「 大学生が就職先を選ぶ時、経営成績などの数値で表される実力とは別に 「 有名な会
社」 という大きな要素がある 。 さ らに 「 雰囲気が良い 」 とか 「 活気がある 」 といった要素
が上位にあげられるが、 これは外に発信された情報によって形成されるイ メージであ
る 。 」 （ 大島  2007 ） とあ り 、そ ういう意味で知名度の高さ 、企業イ メージの良さ 、は優
れた人材を確保をして企業が長期的に成長を続けていく上で、重要な要件である といえ
る 。 しかし B to B の企業は、そもそも一般の人に名称を露出させにくいというハンディを
背負っている 。だが村田製作所は企業イ メージ広告に力を入れるなど 、従来の枠を超えた
広報・ 広告活動を展開した結果、知名度・ 認知度・ 就職意向の全てにおいて、大幅な向上
を実現した。  
村田製作所は大き く 2つの方法で、 「 優秀な人材の確保」 のための知名度の向上に取り
組んでいる 。 1つ目の取り組みは広報活動の充実である 。そもそもエレク ト ロニクス業界
は特に技術競争の激しい業界であるため、情報発信には慎重な風土があった。 しかしその
中でも 「 言えないこ とは言わないが、言えるこ とは積極的発信していこ う 」 と言う方針
で、社内の空気を外向きにするこ とに取り組んでいる 。例えば、社長をはじめとする経営
陣に積極的にマスコ ミ対応をしてもらったり 、社内の様々な人に取材や記者発表の場に登
場しても ら う こ とで、広報活動の大切さや、難しさ 、そして重要性を感じても らい、徐々
に企業全体が広報活動に慣れるよ うな取り組みを行っている 。  
2つ目は、テレビ CM を中心と した企業イ メージをアピールする広告活動への取り組み
である 。 「 村田製作所は何をセイサクしているのだろ う 」 という印象的な CM をはじめ、
「 村田製作所」 「 エレク ト ロニクス 」 「 メーカー 」 という根本的なメ ッセージを 、複数の
ビジュアルや広告媒体などを通じて繰り返すこ とによって、企業名及び企業イ メージの浸
透を図っている 。 また若手社員の自主的なプロジェク トによって生み出された 2代目の
「 ムラタセイサク君」 を活用した一連のコ ミ ュニケーシ ョ ン活動も 、企業イ メージの構築
 32 
にシンボルの 1つと して重要な役割を果たしている 。  
その結果、日経企業イ メージ調査で90年には42％だった知名度が、本格的な広告展開を
開始した92年には75％、 さ らに05年には93％まで上昇している 。 さ らに就職意向について
も90年の 7％から92年の20％へ、 さ らに05年には43％となり 6倍にまで上昇している 。  
 
図表1-14  ム ラ タ セ イ サ ク 君 と 広報広告展開 ミ ッ ク ス 例 
 
（ 出所 ） 左 ： 村田製作所 WEB サ イ ト よ り 引用 
（ 出所 ） 右 ： 大島 （ 2007 ） 23ペー ジ よ り 引用 
 
図表1-13  村田製作所の企業 イ メ ー ジ 指標推移 
 
（ 出所 ） 大島 （ 2007 ） 22ペー ジ よ り 作成 
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1つ目のケンウッ ドは B to C 企業であるが、企業のブランドのデザインが、人材市場に
影響を与えているこ とを示している 。 また 2つ目の村田製作所の事例では、 B to B の企業
にとっても認知度の向上をはじめとする企業のブランディングが、人材市場に好影響を与
えているこ とを示している 。以上の 2つの事例からは、企業のブランディングが人材市場
へ好影響を与えるこ と 、 さ らにその効果にブランドのデザイン性が影響しているのではな
いかという こ と 、 またそれが B to B の企業においても有効なのではないかという こ とが示
唆されている 。  
確かにこれまでに、 B to B のブランディングにおいて影響する要素や B to C のブランド
要素に関する研究、 また企業のブランディングの人材市場への影響について検証された研


























本論文では、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドの
デザイン性」 の関係に注目するこ とで、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブラン
ドのデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではない
か。 」 という 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 を明らかにする
ために、仮説を大き く 3つの視点から設定している 。  
それは 「 ロゴマークの性質の違いによる影響」 「 企業の性質の違いによる影響」 「 調査
対象の属性の違いによる影響」 である 。 この 3の視点から 、企業の評価に影響を与える と
考えられる要因を組み合わせて検証を行う こ とで、様々な角度から B to B 企業のブランデ
ィングにおけるデザイン性の影響を明らかにしよ う と試みている 。  
 






よる 。 1つ目はAaker （ 1991 ） が指摘するよ うに、非常に似通った企業や製品の違いを認
識する際や、サービスのよ うに形の無いものの品質の認識や差別化には、シンボルがブラ
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ンド ・ エクイティの中心的な要素、つま りシンボルがあるブランドを差別化する際の中核
的な特性となり う るものだからである 。 2つ目は芳賀、八ツ橋（ 2002 ） が指摘している 、
ロゴのブランド ・ エクイティ構築への貢献である 。芳賀、八ツ橋（ 2002 ） はロゴのブラン
ド ・ エクイティ構築への貢献と して次の 5つのポイン ト を挙げている 。 1つ目は、 ロゴの
視覚表現的な性質と記憶可能性との結びつきである 。 このためロゴは記憶可能性を高め
る 、つま りブランドを覚えやすくするこ とによって、購買場面や消費場面で当該ブランド
を消費者に容易に思い出させる という機能を持つ。 2つ目は、 ロゴが製品カテゴ リーの性
質やブランドの属性・ベネフ ィ ッ ト といった意味性を備えているため、マーケティング ・
コ ミ ュニケーシ ョ ン活動の負担軽減につながる点である 。 3つ目は、国境や文化にと らわ
れるこ との尐ないロゴは、グローバルなブランド構築における地理的な移転可能性の向上
につながる点である 。 4つ目は、他のブランド要素に比べてロゴは新しいデザインを加え
るこ とによる変更が容易な点である 。 このためロゴの更新によって時代に合わせたブラン
ド ・ イ メージの変更が可能である 。 5つ目は、 ロゴが商標登録できるため法的な防御が可
能である点である 。芳賀、八つ橋（ 2002 ） はこの 5つを挙げ、 ロゴマークがブランド ・ エ




仮説 1-1  同業種、同規模の類似した企業であっても 、 ロゴマークを有する企業の方 
が有していない企業よ り もよ り も 、学生から就職活動対象の企業と して高
い順位で選ばれる 。  
 
仮説 1-2  同業種、同規模の類似した企業であっても 、 ロゴマークを有する企業の方 
が有していない企業よ り もよ り も 、学生から就職活動対象の企業と して 、
印象・興味・調査意欲・説明会・エントリーにおいて高い評価を受ける。 
 
さ らにロゴマークの性質に関する仮説と して、 ロゴマークのデザイン性の高低によって
企業の評価が影響を受けるのではないかという仮説を設定している 。 ロゴマークのデザイ
ン性の高低が企業の評価に影響を与えるのではないかと言う仮説を設定したのは、日経就
職ガイ ド担当（ 2001 ） 、川島（ 2009 ） 及びモゾタ 、河内、岩谷、長沢（ 2010 ） による 。  
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日経就職ガイ ド担当（ 2001 ） では、優秀な人材を確保するこ とへの企業間の競争が激化
する中では、企業の理念やアイデンティティをはっき り と学生に示すこ とができる企業こ
そが勝ち残っていける との指摘があ り 、 コーポレート ・ ブランドの確立がよい人材を確保
するためにも欠かすこ とのできない重要な要素であるこ とが示されている 。  
また川島（ 2009 ） はブランドのイ メージを想像した時に、必ず商品のパッケージや広
告、 ロゴデザインが同時に想起されるこ とから 、ブランドにまつわるデザインが、ブラン
ド ・ イ メージの形成において大きな影響力を持っているこ とを指摘している 。  
さ らにモゾタ 、河内、岩谷、長沢（ 2010 ） は、他との差異化をよ り顕在化させるための
手法の一つと してデザイン性の重要性を指摘している 。モゾタらは、 「 デザイン形態
（ design-form ） 」 は、その視覚的イ メージによって心理的なイ メージ （ 心像） を描く過程
を活性化させる と し 、市場競争において他社製品との差異化が難しいと き特に重要となる
と している 。 「デザイン形態（ design-form ） 」 の認知的な知覚は （ 1 ） 製品やブランド 、
売り場、事業についての消費者の信用。 （ 2 ） 品質、耐久性、価格に見合う価値（ コス
ト ・ パフォーマンス ） といった消費者評価、およびよ り高い価格で買う場合の消費者の性
癖。 （ 3 ） 情報（ 機能と審美の双方） に対する消費者の解釈。デザイン形態はそれを通し
て顧客がその製品やアイデアを初めて経験し 、評価する最初の接点である事が示されてい
る 。以上よ り ロゴマークのデザイン性の高低が企業の品質の違いの認識に影響している と
考えられるため、下記の 2つの仮説を設定した。  
 
仮説 2-1  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
している場合、デザイン性の高いロゴマークを有する高い企業の方がデザ
イン性の低いロゴマークを有する企業よ り も 、学生から就職活動対象の企
業と して高い順位で選ばれる 。  
 
仮説 2-2  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
している場合、デザイン性の高いロゴマークを有する高い企業の方がデザ
イン性の低いロゴマークを有する企業よ り も 、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説




さ らにゴマークの性質に関する仮説と して、 ロゴマークが表現する企業の特性の度合い
によって、企業の評価が影響を受けるのではないかという仮説を設定している 。 この仮説
を設定したのは 「 ブランド ・ エクイティ とは、ブランド 、その名前やシンボルと結びつい
たブランドの資産と負債の集合である 。資産または負債がブランド ・ エクイティの基礎に
なるためには、製品やサービスがブランドの名前かつまたはシンボルに関連していなけれ
ばならない。 」 （ Aaker 1991 ） からである 。  
さ らに深見（ 1991 ） が企業イ メージを構成する 2つの要素と して、 （ 1 ） 企業が提供す
る製品やサービスの質を通して培われる 「 受け手の実体験によるイ メージ 」 。そして
（ 2 ） 「 視覚的表現や音によって培われるイ メージである感覚的印象」 の 2つを挙げてお
り 、幅広い社会に好ましいイ メージを形成する上で、 この感覚的印象が重要な働きをする
こ とを指摘している 。そしてこの感覚的印象の核となるものがコーポレート ・ シンボルで
ある と している 。以上よ り ロゴマークが表現する企業の特性の度合いによって、企業の評
価が影響を受けている と考え、下記の 2つの仮説を設定した。  
 
仮説 3-1  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
している場合、企業の特性をよ り表現したロゴマークを有する企業のほう
が、学生から就職活動対象の企業と して高い順位で選ばれる 。  
 
仮説 3-2  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
している場合、企業の特性をよ り表現したロゴマークを有する企業のほう
が、学生から就職活動対象の企業と して、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明
会・ エン ト リーにおいて高い評価を受ける 。  
 












のは、柘植（ 2007 ） や安田（ 2006 ） が指摘しているよ うに、最近の学生が重視する項目が
変わりつつあるこ とが挙げられる 。  
以前であれば、給料を中心とする待遇や労働条件が何よ り重視されていたが、現在では
労働条件への 「 プラスアルファ 」 が重要となってきている 。つまらなそ うな会社やつらそ
うな会社、興味のない会社には見向きをしないという傾向がある一方で、大企業から内定
をも らっても 、面白そうだと思えばベンチャー企業や名もない中小企業に就職する学生も
おり 、企業のステータスよ り も自己実現の要求の方が高まっている といえる 。  
以上よ り企業規模は一概に大きければよいというわけではなくな りつつある 。企業規模




仮説 5-1  同業種であって、 さ らにどちらもロゴマークを有している場合、規模の大
きな企業の方が学生から就職活動対象の企業と して高い順位で選ばれる 。  
 
仮説 5-2  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
している場合、 ロゴマークのデザインが良い企業の方が悪い企業よ り も人
気がある 。 この傾向が、大企業よ り も中小企業・ベンチャー企業のほうが
顕著である 。  
 
 





と考えたのは、Pease and Peas （ 2001 ） が指摘しているよ うに、そもそも男性と女性ではホ
ルモンのバランスなどの影響によって、脳の働き方が異なるからである 。 このため女性の
方が鋭敏な感覚や豊かな表現力を有しているのに対し 、男性はよ り論理的で空間把握能力
に優れるなど 、その特性に違いがある 。 さ らに Pease and Pease （ 2001 ） の研究を元にした
三田、伊藤、指宿（ 2007 ） の研究によって、日本においても男女の思考パターンに違いが
あるこ とが明らかにされている 。上記よ り 、男性よ り も女性の方がデザイン的なイ メージ
の影響を受けやすいのではないかと考えた。 また竹内（ 2009 ） にもあるよ うに、文系・ 理
系においても思考パターンに違いがあるこ とから 、 よ り論理的・ 分析的な傾向が強い理系
よ り も 、文系の方がデザイン的なイ メージの影響を受けやすいのではないかと考えた。上
記よ り下記の 2つの仮説を設定した。  
 





仮説 6-2  同業種、同規模の類似した企業であって、 さ らにどちらもロゴマークを有
しており 、デザイン性の高いロゴマークを有する高い企業の方とデザイン
性の低いロゴマークを有する企業が存在する場合、文系の方が理系よ り も





本論文は、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドのデ
ザイン性」 の関係に注目するこ とで、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブランド
のデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではないか。 」
という 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 を明らかにしよ う と試
みている 。  
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本研究では 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 について調査を
行うために、 B to B 企業のブランディングの効果の 1つである 「 人材市場に対する効果」
に注目している 。そしてこの人材市場への効果において B to B 企業のコーポレート ・ ブラ
ンドにおけるデザイン性の影響を検証するこ とによって、 B to B 企業のブランディングに
おけるデザイン性の影響の一端を明らかにしよ う と試みている 。本研究では上記の検証を
行うために下図の様な予備調査及び本調査を計画している 。  
 



















はじめに調査票を作成するための予備的な調査と して 「 予備調査（ 1 ） 」 「 予備調査
（ 2 ） 」 「 予備調査（ 3 ） 」 の 3つの予備調査を計画している 。 1つ目の予備調査（ 1 ）
は、学生が企業情報について就職活動時に重視する項目についての調査である 。 この調査
を実施するのは、調査票を作成する際に説明変数以外の要素の影響を最小限に抑えられる
よ うに配慮を行うためである 。 2つ目の予備調査（ 2 ） は、大学生が就職活動をする際に
重視する企業イ メージについての調査である 。 これは実験に使用するロゴマークを作成す
る際に、被験者がロゴマークを評価する際の 「 よいロゴマークの基準」 となる方向性を探
るためである 。 3つ目の予備調査（ 3 ） では、上記の予備調査（ 1 ） や予備調査（ 2 ） な
どの結果をも とに作成した本調査で使用するロゴマークが、意図通りに作成されているか
ど うかを確認するための調査である 。 これによ り特にロゴマークのデザイン性の高低が正
し く認識されるかの確認を行う 。  
 次に、本調査では 「 ロゴマークの性質の違いによる影響」 「 企業の性質の違いによる影
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響」 「 調査対象の属性の違いによる影響」 の 3つの視点で設定した仮説の検証を行うため
に、調査票を用いた質問紙法による以下の本調査を計画している 。  
本調査の調査内容は大き く 「 調査Ａ 」 「 調査Ｂ 」 「 調査Ｃ 」 の 3つのグループで構成さ
れている 。 1つ目の 「 調査Ａ 」 のグループは仮説 1-1 、仮説 1-2 、仮説 2-1 、仮説 2-2 の
検証を行う こ とを目的と したグループである 。 このグループでは 「 紙・ パルプ業界」 を想
定し 、売上高や資本金、従業員数などがほぼ同等規模の企業で、説明変数であるロゴマー
クだけを 、 「 ロゴマークが無い企業」 「 ロゴマークはあるがデザイン性が低い企業」 「 ロ
ゴマークがあ りデザイン性も高い企業」 の 3種類に変化させた 2社ずつ、合計で 6社の人
材募集を行っている企業の企業概要を提示している 。それぞれ 2社ずつ設定しているの
は、 ロゴマークのデザイン性の認識の個人差を想定した予備のためである 。  
 2つ目の 「 調査Ｂ 」 のグループは仮説 3-1 、仮説 3-2 の検証を行う こ とを目的と したグ
ループである 。 このグループでは 「 繊維・ 素材業界」 を想定し 、売上高や資本金、従業員
数などがほぼ同等規模の企業で、説明変数であるロゴマークだけを 、 「 企業の特性をよ り
表現したロゴマーク 」 「 企業特性を表現していないロゴマーク 」 の 2種類に変化させた 3
社ずつ、合計で 6社の人材募集を行っている企業の企業概要を提示している 。  
3つ目の 「 調査Ｃ 」 のグループは仮説 5-1 、仮説 5-2 、仮説 6-1 、仮説 6-2 の検証を行
う こ とを目的と したグループである 。 このグループでは 「 化学・ 樹脂業界」 を想定し 、売
上高や資本金、従業員数などを変化させ企業規模を 「 大企業」 「 中小企業」 「 ベンチャー
企業」 の 3種類に設定し 、 さ らにそれぞれの企業規模において説明変数であるロゴマーク
を 「 ロゴマークはあるがデザイン性が低い企業」 「 ロゴマークがありデザイン性も高い企
業」 の 2種類ずつを作成し 、合計で 6社の人材募集を行っている企業の企業概要を提示し
ている 。 さ らに最後に調査に使用した全18社のロゴマークのみを提示し 、そのロゴマーク
のデザイン性についても評価を行ってもら う 。 この評価と上記の 「 調査Ａ 」 「 調査Ｂ 」
「 調査Ｃ 」 の 3つのグループの順位の評価を用いて、仮説 4-1 の仮説検証を行う計画であ






本研究では B to B ブランドの 「 人材市場へのアピール 」 面での効果に注目しているこ と
から 、日本で最も大きな人材市場である 「 新卒採用」 を想定して調査を行う こ と と した。
そこで就職活動をこれから控えた、 もし くは現在行っている 、 または終了した直後の、大
学 3年生・ 4年生を調査対象と して選択している 。  
また調査では 「 紙 ・ パルプ業界」 「 繊維・ 素材業界」 「 化学・ 樹脂業界」 の 3つの業界
を想定した調査を行っているが、 この業界の選定は嶋村（ 2009 ） 及びMudambi （ 2002 ） を
参考に行っている 。一口に B to B 企業といっても 、嶋村（ 2009 ） が B to B マーケティング
と B to C マーケティングの違いの中で指摘しているよ うに、 B to B 市場を構成する商品・
サービスは非常に範囲が広く複雑である 。そこで今回調査をするにあたってはMudambi
（ 2002 ） の研究を参考にし 、 B to B を代表する業界と して 「 素材産業」 を選択した。
Mudambi （ 2002 ） は研究の中で、 B to B の代表的な製品を抽出するために、 「 平均購入頻
度である 」 「 ISO製品標準が確立している 」 「 複数購買が一般的である 」 「 そして産業間
取引である 」 の基準を用いて、 B to B の代表的な製品を製造する業界と して 「 素材メーカ
ー 」 を導き出し 、 さ らにこの基準を応用して具体的な製品まで絞り込みを行っている 。本
研究では複数の業態を用いて調査を行う狙いから 、 「 素材産業」 という業界までの大まか
な絞り込みにとどめ、 「 素材産業」 を代表する業界と して 「 紙 ・ パルプ業界」 「 繊維・ 素




 本研究では、ブランドを象徴する要素して 「 ロゴマーク 」 を選択している 。 Keller
（ 2008 ） が言う よ うに、ブランド要素とはブランド ・ アイデンティティを構成し 、ブラン
ドを識別し差別化するのに有効で商標登録可能な手段である 。ブランド要素は主なものだ
けでも 「 ブランド ・ ネーム 」 「 URL 」 「 ロゴ 」 「 シンボル 」 「 キャラ クター 」 「 スポーク
スパーソン 」 「 スローガン 」 「 ジングル 」 「 パッケージ 」 「 サイネージ （ 記号） 」 を挙げ
るこ とができる 。 このよ うに一口にブランド要素といっても様々なものが存在する中で
「 ロゴマーク 」 をその代表と して選んだ事には、大き く 2つの理由がある 。  
1つ目の理由は、 Aaker （ 1991 ） が提唱している 、ブランド ・ エクイティの概念であ
 43 
る 。 Aaker （ 1991 ） は、ブランド ・ エクイティはブランド ・ ロイヤ リティ 、ブランド認
知、知覚品質、ブランド連想、他の所有権のあるブランド資産の 5つから成るブランドの
価値だと し 、 このブランド ・ エクイティは、ブランドの名前やシンボルと結びついたブラ
ンドの資産と負債の集合である と説明している 。そしてこの資産または負債がブランド ・
エクイティの基礎になるためには製品やサービスが、ブランドの名前やシンボルに関連し
ていなければならない、 と しており 、ブランド ・ エクイティを構成する中核の要素と して
ブランドの名前やシンボルがあるこ とを指摘している 。  
2つ目の理由は調査方法である 。本調査では被験者に複数の企業を同時に提示して、そ
の評価を回答してもら う方法を採用している 。 このため 「 キャラ クター 」や 「 スポークス
パーソン 」 という よ う な、保有している企業といない企業があるよ うな要素を採り上げる
こ とが難しい。つま り本調査で用いるブランド要素には、あるブランドを象徴するよ うな
要素である と同時に、どの企業でも保有しているよ う な要素である という特性が必要にな
る 。以上よ り 、本調査においてはブランドを象徴するブランド要素と して多くの企業が一
般的に保有している と考えられる 「 ロゴマーク （ 「 ロゴ 」 と 「 シンボル 」 を内包する ） 」




















第1項 予備調査（1） 学生が就職活動時に重視する企業情報 
調査票の作成に際し 、学生が 「 企業情報について就職活動時に重視する項目」 について
聞取り調査を行った。 これは企業情報について就職活動時に重視する項目を事前に整理す
るこ とで、説明変数以外の要因による影響を最小限に抑える事を目的と している 。  
予備調査（ 1 ） は、 これらから就職活動を控えた都内の大学に通う大学院 1年生 1名に
対し 1対 1の対面式で聞取り調査を行った。 この聞取り調査の結果、就職活動を行う学生
が企業を調査もし くは選択する際に一番重視している項目は、ほとんどが 「 1番目： 分野
（ 業界・ 職種） 」 「 2番目： 知名度」 「 3番目： 企業の規模」 「 4番目： 企業の雰囲気や
イ メージ 」 の 4つの要素であり 、順番もほぼこの通りであるこ とが判明した。ただ 1番
目： 分野（ 業界・ 職種） については、最初に業界から範囲を狭める場合もあれば、付きた
い職種（ 営業や研究開発など ） から狭める場合もあるので、どちらが先かは状況によって
違い、一概には言いきれないよ うである 。 しかしながら大きな要素・ 順位と しては  「 1
番目： 分野（ 業界・ 職種） 」 「 2番目： 知名度」 「 3番目： 企業の規模」 「 4番目： 企業
の雰囲気やイ メージ 」 であるこ とが確認できた。以上の結果から調査票の作成時において
は、主な説明変数である 「 ロゴマーク 」 に関連する 「 4番目： 企業の雰囲気やイ メージ 」
以外の、 「 1番目： 分野（ 業界・ 職種） 」 「 2番目： 知名度」 「 3番目： 企業の規模」 に
ついてそれぞれの影響が最小限になるよ うに、配慮を行う必要があるこ とが判明した。  
 









第2項 予備調査（2） 就職活動で重視する企業イメージ  
本研究の調査は、架空の企業とそのロゴマークを被験者に見せ、その企業を就職活動生
の立場から評価しても ら う ものである 。そこで実験に使用するロゴマークを作成するため
に予備調査（ 2 ） を行った。予備調査（ 2 ） は実験に使用するロゴマークを作成するため
に、被験者である学生がロゴマークを評価する際の 「 よいロゴマークの基準」 となる方向
性を決定するこ とが目的である 。そこで予備調査（ 2 ） では大学生が就職活動をする際に
重視する企業イ メージについて、被験者である学生に近い人たちを対象に調査を行った。  
予備調査（ 2 ） は、国立大学で学ぶ学生16名に対し調査票を用いた質問紙法によって調
査を行った。調査は 「 日経企業イ メージ調査」 で使用されている調査項目のうちイ メージ
に関する項目 8個を抜粋して学生に提示し 、就職活動をする際に重視する項目を 1位から
3位まで各 1つずつ回答してもら う ものである 。分析は 1位を 3点、 2位を 2点、 3位を
3点に換算して集計を行い、その合計点を比較した。その結果 1位は 「 信頼性がある 」 、
2位は 「 成長力がある 」 、 3位は 「 安定性がある 」 、 4位は 「 活気がある 」 が選ばれた。
以上の結果からロゴマークを作成する際には、 「 よいロゴマークの基準」 と して主に 「 信
頼性がある 」 「 成長力がある 」 「 安定性がある 」 「 活気がある 」 のイ メージ項目を意識す
る必要があるこ とが判明した。  
 
 
図 3-2  就職活動で 重視す る 企業イ メ ー ジ 
イメージ項目 1位 2位 3位 合計
信頼性がある 15 6 4 25
成長力がある 6 16 1 23
安定性がある 15 6 1 22
活気がある 6 4 3 13
親しみやすい 3 0 3 6
センスがよい 3 0 1 4
個性がある 0 0 2 2








第3項 予備調査（3） ロゴマークのデザイン性の確認 
予備調査（ 3 ） では、実験で使用するロゴマークが意図通りに作成できているかを確認
するための調査を行った。予備調査（ 3 ） は、美術大学でデザインを学んだ27歳～28歳の
社会人 4名に対し 、調査票を用いた質問紙法によって調査を行った。調査内容は、作成し
たロゴマークをグループ 1 、グループ 2 、グループ 3の 3つのグループに分けて提示し 、
それぞれのグループ内でデザイン性が高いと思う順番に順位を付けても ら う ものである 。
結果は 1位を 6点、 2位を 5点、 3位を 4点、 4位を 3点、 5位を 2点、 6位を 1点に換
算して集計を行い、その平均点を比較した。その結果、 ロゴマークのデザイン性が想定通
りに評価されているこ とが確認できた。  
 
 
図表 3-3  調査に 使用す る ロ ゴ マ ー ク のデザ イ ン 性の 確認 
調査グループ ロゴマーク 作成意図 平均値 適合性
ロゴマーク12 デザイン性が高い 4 ○
ロゴマーク14 〃　　高い 2.75 ○
ロゴマーク11 〃　　低い 1.75 ○
ロゴマーク16 〃　　低い 1.5 ○
ロゴマーク22 〃　　高い 5.25 ○
ロゴマーク24 〃　　高い 4.75 ○
ロゴマーク26 〃　　高い 3 ○
ロゴマーク21 〃　　低い 1 ○
ロゴマーク23 〃　　低い 3.25 ○
ロゴマーク25 〃　　低い 3.75 ○
ロゴマーク32 〃　　高い 3.75 ○
ロゴマーク35 〃　　高い 5 ○
ロゴマーク36 〃　　高い 5.25 ○
ロゴマーク31 〃　　低い 2 ○
ロゴマーク33 〃　　低い 2.5 ○

















本研究では 「 ロゴマークの性質の違いによる影響」 「 企業の性質の違いによる影響」
「 調査対象の属性の違いによる影響」 の 3つの視点で仮説の設定を行い、 これらの仮説の
検証を 、調査票を用いた質問紙法による調査の結果を用いて行う こ とを計画している 。  
調査票の作成及び調査の実施に際しては、予備調査（ 1 ） の聞取り調査の結果をも と
に、説明変数以外の要因による影響を最小限に抑えるための工夫を行っている 。具体的に
は説明変数以外の要因による影響を最小限に抑えるために、主な説明変数である 「 ロゴマ
ーク 」 に関連する 「 4番目： 企業の雰囲気やイ メージ 」 以外の、企業情報について就職活
動時に重視する項目である 「 1番目： 分野（ 業界・ 職種） 」 「 2番目： 知名度」 「 3番
目： 企業の規模」 についてそれぞれ配慮を行っている 。  
「 1番目： 分野（ 業界・ 職種） 」 の影響で最も心配されるのは、就職活動でははじめか
ら希望の業界・ 職種を限定している学生が多いため、業界・ 業種の設定によっては、全く
関心を持ってもらえず、回答しづらい、 もし くは回答をしても らえない危険性があるこ と
である 。そこで業界の設定の影響については、本調査実施時の事前ガイダンスにおいて
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「 現在、採用活動を行っている企業が提示した企業しかないと仮定」 して回答してもら う
よ うに指示を与えるこ とで、影響を最小限にとどめられるよ うに配慮した。 また同様の危
険性が想定される職種の設定の影響についても 、調査実施時の事前ガイダンスにおいて
「 提示した全ての企業で、希望の職種に就ける と仮定」 して回答しても ら う よ うに指示を
与えるこ とで、影響を最小限にとどめられるよ うに配慮した。  
「 2番目： 知名度」 の影響で最も心配されるのは、尐しでも知名度の高い企業に学生の
評価が集中してしまい、本来の説明変数である 「 ロゴマークのデザイン性」 の影響が計測
できなくなってしま う こ とである 。そこで知名度の影響については、全て架空の企業を用
いるこ とで影響を最小限にとどめられるよ うに配慮した。 しかしこの場合、逆に架空の企
業名が企業選択に影響を及ぼす可能性も考えられる 。そこで本調査に使用した架空の企業
の社名は、日本人に多い名字の 1位～18位までを用いるこ とで、社名の違いによる影響を
最小限に抑えられるよ うに配慮した。  
「 3番目： 企業の規模」 の影響で最も心配されるのは、尐しでも売上高などの数値が高
い企業に学生の評価が集中してしま う こ とである 。 しかし逆に、全く同じ数値を使用して
しま う と 、調査意図を被験者に見抜かれてしま う可能性もある 。そこで企業規模の影響に
ついては、同等の規模に見せたい場合はそれぞれの数値を僅かだけ変化させるこ とで、 リ
ア リティを演出しながらも影響を最小限に抑えるよ うに配慮した。 また本調査実施時の回
答時間に尐し短めの時間制限を設けるこ とで、 インスピレーシ ョ ンで企業選択を行う状況
に近い環境を作り出すこ とでも 、企業規模の影響を最小限に抑えるよ うな配慮を行ってい
る 。 この数値の変化の影響については、事前に予備調査を行って、僅かな数値の変化であ
ればほとんど違いを見分けるこ とができないという こ とを確認した。  
 
 
第2項 質問項目  
本調査では 3つの調査グループ 「 調査Ａ 」 「 調査Ｂ 」 「 調査Ｃ 」 それぞれにおいて、大
き く 3種類の質問を行っている 。 1つ目は同時に会社概要が提示される 6社について、就
職活動の対象と して興味を感じる順に、 1位から 6位まで順位をつけてもら う ものであ
る 。 2つ目は 6社それそれぞれについて 「 印象」 「 会社に対する興味」 「 会社について調
べてみたいか 」 「 会社説明会に参加してみたいか 」 「 エン ト リーをしてみたいか 」 という
5つの項目に、 5段階で評価をつけてもら う ものである 。 この 5つの項目は、印象から最
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後はエン ト リーに至るまで、順によ り具体的な活動になるよ うに段階を踏んで設定してい
る 。 3つ目は 1つ目の順位について、なぜその企業を 1位に選んだのか、その理由を自由




調査票には大き く次の 2つの機能が求められる 。 1つ目は 3つの調査グループ 「 調査
Ａ 」 「 調査Ｂ 」 「 調査Ｃ 」 それぞれにおいて、提示される 6社の会社概要を一覧するこ と
ができる機能である 。 これは 6社の中で就職活動の対象と して興味を持つ順番に順位を付
けてもら うなど 、各社を比較しながら回答する項目が存在するからである 。 2つ目はリ ク
ナビやエンジャパンなどの就職活動サイ トで企業情報を確認するよ うな実際の状況に近い
企業情報の提示である 。 これは調査時によ り現実に近い感覚で、企業を評価しても ら うた
めである 。そこで調査票は全てフルカラーで出力した冊子状のものを作成するこ と と し
た。 また 6社を一覧して見られるよ うに 「 調査Ａ 」 「 調査Ｂ 」 「 調査Ｃ 」 のグループごと
に 2ページの見開のページで企業情報をレイアウ ト している 。調査票の構成は以下のとお
りである 。  
 
図表 3-5  調査票のペー ジ割概略 


























第4項 ロゴマークの作成における色や形の設定  
本研究においては、各企業のロゴマークを説明変数と して設定し 、その有無やデザイン
の良し悪しが、企業の評価にどのよ うな影響を与えるかについて調査を行っている 。 この
調査においては、説明変数であるロゴマークが非常に重要な役割を果たすこ とになるが、
そのロゴマークのデザイン性の高低という認識には個人差がある 。そのため本研究の調査
で使用したロゴマークの作成においては先行研究を参考にする と と もに、デザイン性につ
いては予備調査によって事前に意図通りに認識されているかど うかの確認を行っている 。
ロゴマークの作成においては、 ロゴマークを構成する基本的な要素である 「 色 」 と 「 形 」
それぞれに対して工夫を行っている 。  
まず 「 色 」 については、認識や連想するイ メージについて個人差がある という点が課題
と して挙げられる 。 Thomas, Hewett, and Roth （ 2000 ） やMubeen （ 2006 ） の研究では、色
に対するイ メージや解釈は国や異文化間において異なるこ とが明らかにされている 。また
羽城、高橋（ 2009 ） が行っている色の好みの傾向やスタイルについての研究では、嫌悪さ
れる色は突出して評価が一致するこ とや、色嗜好スタイルがどの色もまんべんなく好むタ
イプ ( 全体嗜好型 ) と特定の色を選り好みするタイプ ( 特定嗜好型 ) に分かれるなど 、色
の好みにある程度の傾向があるこ とが指摘されている 。 しかしこれに当てはまらない事例
が多々あるこ と も同時に指摘されており 、日本人の間においても個人によって色の好みや
イ メージは様々である といえる 。 ロゴマークを評価しても ら う際にも 、デザイン性の高低
や企業特性の表現性の要因以外に、 この 「 色に対する個人の好み 」 が影響してしま う可能
性がある 。そこでこの様な色の影響を最小限に抑えるため、 ロゴマークの作成にあたって
は 「 調査A 」 「 調査B 」 「 調査C 」 のそれぞれのグループごとにテーマ色を設けて、 6社
の色の方向性をそろえるこ とで、影響を最小限に抑えられるよ うに配慮を行った。  
次に 「 形」 については、Henderson and Cote （ 1998 ） やKohli and Rajneesh （ 2002 ） などを
参考に作成をしている 。前述でも紹介したよ うに、Henderson and Cote （ 1998 ） はロゴのデ
ザイン特性についてよ り詳細な検討を行い、マネージャーが良い企業イ メージの構築を目
指して企業のロゴを選定もし くは修正する際の指針となるガイ ド ラインを提供している 。  
このHenderson and Cote （ 1998 ） の研究はアメ リ カで行った調査をも とにしたものである
が、 Henderson, Coteb, Leongc and Schmittd （ 2003 ） が同様の方法を用いてシンガポール及び
中国で行った研究でも 、デザインと強い関連性を示す要素の多くが、Henderson and Cote
（ 1998 ） のアメ リ カでの調査結果と類似性を有しているこ とが明らかにされている 。  
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 またKohli, Rajneesh （ 2002 ） では、過去の文献のレビューを通じて以下のよ うな 6つのロ
ゴ作成のためのガイ ド ラインを提示している 。  
 
（ 1 ） イ メージは重大な影響力があるので慎重に選ぶこ と 。 （ 強いイ メージを作るに
は長い時間がかかる 。 しかしそれと同じ く らいイ メージを払拭するのにも時間
がかかる 。 ）   
（ 2 ） 大きな視野を持つこ と 、そして時代を越えてブランドの複数の要素間での一貫
性を確実に維持できるよ うするこ と 。 （ ブランドアイデンティティのすべての
要素が一貫性を持つこ とが、 よ り強いブランド イ メージの構築に貢献する 。 ）  
（ 3 ） 変えられるものと 、変えられないものをよ く把握するこ と 。 もしロゴマークを
変えるならば、ブランド戦略の変更によって正当化されるよ うな内容の変更
や、時代の変化に合わせてスタイルをアップデート したほうがよいと感じた
時、に変えるべきである 。  
（ 4 ） 流行に合わせて、月ごとに変えるよ うなこ とはしないこ と 。  
（ 5 ） ブランドの管理は組織的に、そして客観的に行う こ と 。 ロゴはマーケティング
コ ミ ュニケーシ ョ ンの目標に合わせて作るこ と 。  
（ 6 ） デザイナーの感覚だけに頼らずに、 ロゴも市場テス ト を行う こ と 。  
 
 その他にもロゴマークの作成には、中川編（ 2008 ） や三嶋編（ 2009 ） 、オブスキュアイ
ンク （ 2010 ） などのデザイン関連の書籍を参考にしている 。  
本研究では 「デザイン性の高いロゴマーク 」 と 「 デザイン性の低いロゴマーク 」 を作り
分けたいという意図から 、特にHenderson and Cote （ 1998 ） が提示するガイ ド ラインの中の
「 ハイ ・ イ メージのロゴ 」 作成時のアドバイスに注目している 。 この 「 ハイ ・ イ メージの
ロゴ 」 においては、推奨するロゴのデザイン要素と して 「 ナチュラル 」 「 ハーモニー 」
「 精密（ 洗練） 」 の 3つの要素がアドバイスされていた。そこで、本研究におけるロゴマ
ークは特にこの 3つの要素を意識して作成した。 また上記以外にもロゴマークの作成に
は、中川編（ 2008 ） や三嶋編（ 2009 ） 、オブスキュアインク （ 2010 ） などのデザイン関連
























































































（ 出所 ） Henderson and Cote （ 1998 ） 16 ペー ジか ら 17 ペー ジ 、 及び 25 ペー ジ よ り 作成 
 
以上の調査方法及び、 ロゴマークの 「 色 」や 「 形 」 に関する先行研究を参考にするこ と
で、本調査に使用するロゴマークを作成した。 これらのロゴマークが意図通りに作成され














第1項 本調査の実施概要  
本調査は2010年 7月16日に、私立大学でマーケティングを専攻する20歳から25歳の学生
（ 大学 3年生及び 4年生） 195 名を対象に調査票を用いた質問紙法によって実施した。有





についても解説を行っている 。調査対象の概要は以下のとおりである 。  
 
図表 4-1  母集団の基礎統計量 
要因 度数 平均値 標準偏差 分散 最小値 最大値
文理 178 .15 .36 .13 .00 1.00
性別 178 .36 .48 .23 .00 1.00
年齢 178 21.15 1.00 1.00 20.00 25.00
学年 178 3.46 .50 .25 3.00 4.00
国籍 178 .92 .36 .13 .00 2.00












の被説明変数において等分散性を仮定できるこ とを確認した。詳細は以下の通りである 。  
調査Ａの、順位・ 印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リー ・デザイン性の等分散性
についてはLevene の検定を用いて確認を行った。 しかし印象・ 興味・ 説明会・ エン ト リー
については 5％水準で等分散性を仮定できなかった。そこで再度Welch の検定を用いて分
析を行ったと ころ 、順位・ 調査意欲・デザイン性についても 5％水準で有意であった。  
調査Ｂの順位・ 印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リー ・デザイン性の等分散性に
ついてもLevene の検定を用いて確認を行った。 しかし印象・ 調査意欲・ 説明会については
5％水準で等分散性を仮定できなかった。そこで再度Welch の検定を用いて分析を行った
と ころ 、印象・ 調査意欲・ 説明会についても 5％水準で有意であった。  
調査Ｃの順位・ 印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リー ・デザイン性の等分散性に
ついてもLevene の検定を用いて確認を行った。 しかし説明会・デザイン性については 5％
水準で等分散性を仮定できなかった。そこで再度Welch の検定を用いて分析を行ったと こ
ろ 、説明会・デザイン性についても 5％水準で有意であった。  
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図表 4-2  調査 Ａ / 等分散性の確認 
被説明変数 Levene 統計量 自由度1 自由度2 有意確率
順位 4.21 5 1062 .00
印象 1.32 5 1062 .25
興味 1.53 5 1062 .18
調査意欲 3.30 5 1062 .01
説明会 1.80 5 1062 .11
エントリー 1.14 5 1062 .34
デザイン性 152.57 5 1062 .00
被説明変数 検定手法 統計 自由度1 自由度2 有意確率
順位 Welch 243.29 5 494.51 .00
印象 Welch 127.98 5 495.39 .00
興味 Welch 60.81 5 495.16 .00
調査意欲 Welch 48.44 5 494.78 .00
説明会 Welch 46.01 5 495.06 .00
エントリー Welch 44.13 5 495.09 .00






図表 4-3  調査 Ｂ / 等分散性の確認 
被説明変数 Levene 統計量 自由度1 自由度2 有意確率
順位 4.52 5 1062 .00
印象 1.46 5 1062 .20
興味 2.27 5 1062 .05
調査意欲 1.69 5 1062 .13
説明会 2.10 5 1062 .06
エントリー 2.49 5 1062 .03
デザイン性 3.12 5 1061 .01
被説明変数 検定手法 統計 自由度1 自由度2 有意確率
順位 Welch 108.04 5 495.10 .00
印象 Welch 38.86 5 495.54 .00
興味 Welch 30.19 5 495.55 .00
調査意欲 Welch 21.58 5 495.50 .00
説明会 Welch 19.80 5 495.52 .00
エントリー Welch 22.57 5 495.49 .00







図表 4-4  調査 Ｃ / 等分散性の確認 
被説明変数 Levene 統計量 自由度1 自由度2 有意確率
順位 9.10 5 1062 .00
印象 6.51 5 1062 .00
興味 3.68 5 1062 .00
調査意欲 2.68 5 1062 .02
説明会 2.10 5 1062 .06
エントリー 2.65 5 1062 .02
デザイン性 1.76 5 1062 .12
被説明変数 検定手法 統計 自由度1 自由度2 有意確率
順位 Welch 85.97 5 494.86 .00
印象 Welch 42.81 5 494.62 .00
興味 Welch 31.08 5 495.06 .00
調査意欲 Welch 30.22 5 495.20 .00
説明会 Welch 28.55 5 495.33 .00
エントリー Welch 34.65 5 495.34 .00








本調査ではロゴマークのデザイン性を主な説明変数と して設定している 。 しかしデザイ
ン性の認識には個人差があるため、事前にロゴマークのデザイン性が意図通りに被験者に
評価されているかど うかの確認を行った。確認は仮説の検証に最もよ く使用する 「 順位の
平均点」 と 、 「 順位からエン ト リーまでの平均点」 の 2つで行った。 この順位は 1位を 6
点、 6位を 1点に換算し分析に用いている 。 この確認結果を元に各仮説検証に用いるロゴ
マーク （ 説明変数） の選別を行った。  
調査Ａでは、予備調査を元に 「デザイン性の高いロゴマークを有する企業」 「 デザイン
性の低いロゴマークを有する企業」 「 ロゴマークの無い企業」 をそれぞれ 2社ずつ設定し
て調査を行っている 。調査Ａでは 「 順位の平均点」 と 「 順位からエン ト リーまでの平均
点」 の両方において、デザイン性の低いロゴマーク と して設定したロゴマーク 11の平均値
がデザイン性の高いロゴマーク と して設定したロゴマーク12の平均値とほとんど変わらな
かった。被験者が順位を決めた理由を分析した結果、 ロゴマーク 11のデザインに 「 矢印」
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という強い記号的な意味を持つ要素を使用してしまったこ とで、矢印の持つ 「 前進するよ
うな 」 「 前向きな 」 と言ったポジテジブな意味がス ト レートに転嫁され、高い順位で選ば
せる理由を被験者に与えてしまったこ とが判明した。そこで 「デザイン性の高いロゴマー
クを有する企業」 「デザイン性の低いロゴマークを有する企業」 「 ロゴマークの無い企
業」 というそれぞれのグループで、 よ り差が顕著に表れる代表的な組み合わせを用いて分
析を行う こ とで、デザイン性の認識に起こる個人差をできる限り排除できるのではないか
と考えた。以上よ り仮説 1-1 、仮説 1-2 、仮説 2-1 、仮説 2-2 の分析には、デザイン性の
高いものと してロゴマーク12、デザイン性の低いものと してロゴマーク16、デザインの無
いものと してロゴマーク15を用いて分析を行った。  
 
図表 4-5  調査 Ａ / 説明変数の選別 
被説明変数 デザイン性 説明変数 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
ロゴマーク12 178 4.91 1.21 .09 1 6
ロゴマーク14 178 4.66 1.23 .09 1 6
ロゴマーク11 178 4.46 1.26 .09 1 6
ロゴマーク16 178 2.87 1.30 .10 1 6
ロゴマーク13 178 2.17 1.23 .09 1 6
ロゴマーク15 178 1.91 .96 .07 1 6

























 調査Ｂでは、予備調査をも とに 「 文字商標」 「 記号商標」 「 複合商標」 のそれぞれにお
いて 「 企業特性をよ り表現したロゴマーク 」 と 「 企業特性を表現していないロゴマーク 」










図表 4-6  調査 Ｂ / 説明変数の選別
被説明変数 種類 ロゴマーク デザイン性 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
ロゴマーク26 高い 178 2.69 1.55 .116 1 6
ロゴマーク21 低い 178 2.18 1.45 .109 1 6
ロゴマーク24 高い 178 4.71 1.37 .103 1 6
ロゴマーク25 低い 178 3.15 1.47 .110 1 6
ロゴマーク22 高い 178 4.81 1.22 .092 1 6
ロゴマーク23 低い 178 3.38 1.33 .099 1 6
























































調査Ｃでは 「 大企業」 「 中小企業」 「ベンチャー企業」 の 3種類の企業規模で、 「デザ
イン性の高いロゴマークを有する企業」 と 「デザイン性の低いロゴマークを有する企業」
の 2種類ずつを作成し調査を行った。確認したと ころ 、企業規模ごとに差が出る と同時
に、 ロゴマークのデザイン性によっても差がでており 、調査Ｃでは意図通りの結果となっ
ていた。以上よ り仮説 5-1 と仮説 5-2 の分析には、 ロゴマーク31からロゴマーク36までの
全てのロゴマークを用いて分析を行った。  
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図表 4-7  調査 Ｃ / 説明変数の選別
被説明変数 企業規模 デザイン性 説明変数 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
高い ロゴマーク32 178 4.96 1.26 .09 1 6
低い ロゴマーク34 178 4.17 1.65 .12 1 6
高い ロゴマーク36 178 3.61 1.47 .11 1 6
低い ロゴマーク31 178 3.19 1.33 .10 1 6
高い ロゴマーク35 178 2.65 1.59 .12 1 6
低い ロゴマーク33 178 2.37 1.48 .11 1 6


























（ 1 ） 仮説 1-1 と 仮説 1-2 の検証 
仮説 1-1 の検証では、調査Ａで用いたデザインの無いロゴマーク15と 、デザイン性の低
いロゴマーク16の順位（ 点数に変換） を用いて分析を行い、 ロゴマークのあ り ・ 無しの影
響について検証を行った。 ロゴマーク15と ロゴマーク16の順位について一元配置の分散分
析を行ったと ころ 、 Ｆ値219.23 （ 自由度 5 、 1062 ） とな り 、 5% 水準でグループ間が有意
であった。 さ らに Tukeyの検定で多重比較を行ったと ころ 、 ロゴマーク15と ロゴマーク16
の差は 5％水準で有意であった。 また平均値の差を見る と 、要因 1－要因2の差がマイナ
スであり 、 ロゴマークが無い企業に比べてロゴマークを有する企業の方が順位の平均値が
高い、つま り高い順位で選ばれるこ とが明らかとなった。以上よ り仮説 1-1 は支持され
た。  
 
図表 4-8  仮説 1-1 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 1589 5 317.85 219.23 .00


















仮説 1-2 の検証では、調査Ａで用いたデザインの無いロゴマーク15と 、デザイン性の低
いロゴマーク16の印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの素点を用いて分析を行
い、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおけるロゴマークのあ り ・ 無しの影響
について検証を行った。 ロゴマーク15と ロゴマーク16の印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・
エン ト リーについて一元配置の分散分析を行ったと ころ 、印象では F値124.52 （ 自由度
5,1062 ） 、興味ではＦ値 60.12 （ 自由度5,1062 ） 、調査意欲ではＦ値 46.50 （ 自由度
5,1062 ） 、説明会ではＦ値 44.90 （ 自由度5,1062 ） 、エン ト リーではＦ値 42.62 （ 自由度
5,1062 ） とな り 、 5% 水準でグループ間が優位であった。 さ らに Tukeyの検定で多重比較
を行ったと ころ 、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの全てにおいてロゴマーク
15と ロゴマーク16の差は 5％水準で有意であった。 また平均値の差を見る と要因 1－要因
2の全ての結果がマイナスであり 、 ロゴマークが無い企業に比べてロゴマークがある企業
の方が常に印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価の平均値が高い、つま り ロ
ゴマークを有する企業の方が印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおいても高い
評価を得るこ とが明らかとなった。以上のこ とから仮説 1-2 は支持された。  
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図表 4-9  仮説 1-2 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 431 5 86.17 124.52 .00
グループ内 735 1062 .69
合計 1166 1067
グループ間 284 5 56.87 60.12 .00
グループ内 1005 1062 .95
合計 1289 1067
グループ間 246 5 49.29 46.50 .00
グループ内 1126 1062 1.06
合計 1372 1067
グループ間 249 5 49.89 44.90 .00
グループ内 1180 1062 1.11
合計 1430 1067
グループ間 233 5 46.64 42.62 .00















印象 ロゴマーク15 ロゴマーク16 -.43258* .09 .00
興味 ロゴマーク15 ロゴマーク16 -.38202* .10 .00
調査意欲 ロゴマーク15 ロゴマーク16 -.43820* .11 .00
説明会 ロゴマーク15 ロゴマーク16 -.36517* .11 .01







（ 2 ） 仮説 2-1 と 仮説 2-2 の検証 
仮説 2-1 の検証では、調査Ａで用いたデザイン性の低いロゴマーク16と 、デザイン性の
高いロゴマーク12の順位を用いて分析を行い、 ロゴマークのデザイン性の良し悪しの影響
について検証を行った。 ロゴマーク16と ロゴマーク12の順位について一元配置の分散分析
を行ったと ころＦ値219.23 （ 自由度 5 、 1062 ） とな り 5% 水準で、グループ間が有意であ
った。 さ らに Tukey の検定で多重比較を行ったと ころ 、 ロゴマーク16と ロゴマーク12の差
は 5％水準で有意であった。 また平均値の差を見る と 、要因 1－要因 2の差がマイナスで
あ り 、デザイン性の低いロゴマークの企業に比べて、デザイン性の高いロゴマークを有す
る企業の方が順位の平均値が高い、つま り高い順位で選ばれるこ とが明らかになった。以
上よ り仮説 2-1 は支持された。  
 
図表 4-10  仮説 2-1 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 1589 5 317.85 219.23 .00
















仮説 2-2 の検証では、調査Ａで用いたデザイン性の低いロゴマーク16と 、デザイン性の
高いロゴマーク12の、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーについて分析を行い、
印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおけるロゴマークのデザイン性の良し悪し
の影響について検証を行った。 ロゴマーク16と ロゴマーク12の印象・ 興味・ 調査意欲・ 説
明会・ エン ト リーについて一元配置の分散分析を行ったと ころ 、印象では F値124.59 （ 自
由度5,1062 ） 、興味ではＦ値 60.12 （ 自由度5,1062 ） 、調査意欲ではＦ値 46.50 （ 自由度
5,1062 ） 、説明会ではＦ値 44.90 （ 自由度5,1062 ） 、エン ト リーではＦ値 42.62 （ 自由度
5,1062 ） とな り 、 5% 水準でグループ間が優位であった。 さ らに Tukeyの検定で多重比較
を行ったと ころ 、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおいても 、 ロゴマーク
16 ・ ロゴマーク12の差は 5％水準で有意であった。 また平均値の差を見る と 、要因 1－要
因 2の全ての結果がマイナスであ り 、 ロゴマークのデザイン性が低い企業に比べて、 ロゴ
マークのデザイン性が高い企業の方が印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの平均
値が高い、つま りデザイン性の高いロゴマークを有する企業の方が印象・ 興味・ 調査意
欲・ 説明会・ エン ト リーについてもよ り高い評価を得るこ とが明らかとなった。以上よ り
仮説 2-2 は支持された。  
 
図表 4-11  仮説 2-2 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 431 5 86.17 124.52 .00
グループ内 735 1062 .69
合計 1166 1067
グループ間 284 5 56.87 60.12 .00
グループ内 1005 1062 .95
合計 1289 1067
グループ間 246 5 49.29 46.50 .00
グループ内 1126 1062 1.06
合計 1372 1067
グループ間 249 5 49.89 44.90 .00
グループ内 1180 1062 1.11
合計 1430 1067
グループ間 233 5 46.64 42.62 .00
















印象 ロゴマーク16 ロゴマーク12 -1.02809* .09 .00
興味 ロゴマーク16 ロゴマーク12 -.84270* .10 .00
調査意欲 ロゴマーク16 ロゴマーク12 -.72472* .11 .00
説明会 ロゴマーク16 ロゴマーク12 -.75281* .11 .00







（ 3 ） 仮説 3-1 と 仮説 3-2 の検証 
 仮説 3-1 の検証では、調査Ｂで用いた企業特性を表現したロゴマーク24と企業特性を表
現していないロゴマーク25の順位を用いて分析を行い、企業特性の表現度の影響にいて検
証を行った。 ロゴマーク24と ロゴマーク25の順位について一元配置の分散分析を行ったと
ころＦ値103.22 （ 自由度 5 、 1062 ） とな り 、グループ間が 5％水準で有意であった。 さ ら
に Tukeyの検定で多重比較を行ったと ころロゴマーク24と ロゴマーク25の差は 5％水準で
有意であった。 また平均値の差を見る と 、要因1-要因 2の差がマイナスであ り 、企業特性
が表現されたロゴマークの企業に比べて企業特性が表現されていないロゴマークを有する
企業の方が順位の平均値が高い、つま り高い順位で選ばれるこ とが明らかとなった。以上
よ り仮説 3-1 は支持された。  
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図表 4-12  仮説 3-12 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 1019 5 203.73 103.22 .00



















ないロゴマーク25の、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーについて分析を行い、
印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおける企業特性の表現度の違いによる影響
について検証を行った。 ロゴマーク24と ロゴマーク25の印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・
エン ト リーについて一元配置の分散分析を行ったと ころ 、印象では F値 38.18 （ 自由度
5,1062 ） 、興味ではＦ値 30.62 （ 自由度5,1062 ） 、調査意欲ではＦ値 21.87 （ 自由度
5,1062 ） 、説明会ではＦ値 20.10 （ 自由度5,1062 ） 、エン ト リーではＦ値 22.47 （ 自由度
5,1062 ） とな り 、 5% 水準でグループ間が優位であるこ とが確認された。 さ らに Tukeyの
検定で多重比較を行ったと ころ 、印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーにおいても
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ロゴマーク24と ロゴマーク25の差は 5％水準で有意であった。 また平均値の差を見る と 、
要因1-要因 2の差がマイナスであ り 、企業特性が表現されたロゴマークを有する企業に比
べて企業特性が表現されていないロゴマークを有する企業の方が印象・ 興味・ 調査意欲・
説明会・ エン ト リーの評価の平均値が高い、つま り企業特性を表現したロゴマークを有す
る企業の方が印象・ 興味・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーについてもよ り高い評価を得ら
れやすいという こ とが明らかとなった。以上よ り仮説 3-2 は支持された。  
 
 
図表 4-13  仮説 3-2 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 135 5 26.93 38.18 .00
グループ内 749 1062 .71
合計 884 1067
グループ間 135 5 26.90 30.62 .00
グループ内 933 1062 .88
合計 1068 1067
グループ間 107 5 21.40 21.87 .00
グループ内 1039 1062 .98
合計 1146 1067
グループ間 104 5 20.86 20.10 .00
グループ内 1103 1062 1.04
合計 1207 1067
グループ間 119 5 23.71 22.47 .00















印象 ロゴマーク25 ロゴマーク24 -.65730* .09 .00
興味 ロゴマーク25 ロゴマーク24 -.62921* .10 .00
調査意欲 ロゴマーク25 ロゴマーク24 -.53371* .10 .00
説明会 ロゴマーク25 ロゴマーク24 -.54494* .11 .00













順位の相関係数は 0.78で、 1％水準で有意であった。以上よ り ロゴマークのデザイン性と
順位の間には非常に強い相関があるこ とが明らかとな り 、仮説 4-1 は支持された。  
 
 













（ 5 ） 仮説 5-1 と 仮説 5-2 の検証 
仮説 5-1 の検証では、調査Ｃで用いた大企業・ 中小企業・ベンチャー企業それぞれで、
デザイン性の高いロゴマーク32 ・ ロゴマーク36 ・ ロゴマーク35と 、デザイン性の低いロゴ
マーク34 ・ ロゴマーク31 ・ ロゴマーク33の組み合わせの 2つのグループで、順位について
分析を行い企業規模の違いによる影響について検証を行った。 まず調査Ｃで用いた全ての
企業の順位について一元配置の分散分析を行ったと ころＦ値 77.36 （ 自由度 5 、 1062 ） と
な り 、グループ間が 5％水準で有意であった。次に Tukeyの検定で多重比較を行ったと こ
ろ 、デザイン性の高いロゴマーク32 ・ ロゴマーク36 ・ ロゴマーク35の差は 5％水準で有意
であった。 またデザイン性の低いロゴマーク34 ・ ロゴマーク31 ・ ロゴマーク33の差につい
ても同様に 5％水準で有意であった。平均値の差を見てみる と 、デザイン性の高いロゴマ
ーク及びデザイン性の低いロゴマークの両方のグループで、大企業、中小企業、ベンチャ
ー企業の順で平均値が高かった。つま り大企業、中小企業、ベンチャー企業の順で評価が
高い傾向があるこ とが明らかとなった。以上よ り仮説 5-1 は支持された。  
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図表 4-15  仮説 5-1 分析結果 
平方和 自由度 平均平方和 Ｆ値 有意確率
グループ間 833 5 166.54 77.36 .00












ロゴマーク36 1.34831* .16 .00
ロゴマーク35 2.30899* .16 .00
ロゴマーク32 -1.34831* .16 .00
ロゴマーク35 .96067* .16 .00
ロゴマーク32 -2.30899* .16 .00





















ロゴマーク31 .98315* .16 .00
ロゴマーク33 1 .79775* .16 .00
ロゴマーク34 - .98315* .16 .00
ロゴマーク33 .81461* .16 .00
ロゴマーク34 -1 .79775* .16 .00
ロゴマーク31 - .81461* .16 .00
*は5％水準で有意
























ロゴマーク34 ロゴマーク32 -.78652* .16 .00
ロゴマーク31 ロゴマーク36 -.42135 .16 .07
















僅かではあるが高い順位で選ばれていた。以上よ り仮説 5-2 で想定したよ うに、 ロゴマー
クのデザイン性の良し悪しの影響は大企業よ り もベンチャー企業の方が強いとはえいなか
った。むしろ分析の結果はベンチャー企業よ り も大企業の方が、 ロゴマークのデザイン性
の良し悪しの影響が大きいこ とを示唆している といえる 。  
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（ 6 ） 仮説 6-1 と 仮説 6-2 の検証 
仮説 6-1 の検証では、調査Aで用いたデザイン性の高いロゴマーク12とデザイン性の低
いロゴマーク16の組み合わせを 、調査対象の 「 性別」 という属性の違いから分析し 、調査
対象の性別の違いによる評価への影響について検証を行った。モデル全体では、 Ｆ値
83.01 （ 自由度 3 ） とな り 、 5％水準で有意であった。 また説明変数である性別と ロゴマ
ークについては、性別がＦ値0.25 （ 自由度 1 ） とな り有意性を確認できなかった。一方で
ロゴマークはＦ値246.42 （ 自由度 1 ） とな り 5% 水準で有意であった。性別と ロゴマーク
の交互作用はＦ値8.64 （ 自由度 1 ） とな り 5％水準で有意であった。  
 
図表 4-19  仮説 6-1 分析結果 
要因 平方和 自由度 平均平方和 F値 有意確率
級間要因 358 3 128.65 83.01 .00





要因 平方和 自由度 平均平方和 F値 有意確率
性別 .39 1 .39 .25 .62
ロゴマーク 381.92 1 381.92 246.42 .00







さ らに図を確認する と 、デザイン性の低いロゴマーク16では男性よ り も女性の評価が低
くなっているが、デザイン性の高いロゴマーク12では、男性よ り も女性の評価の方が高い
こ とが分かる 。以上よ り 、男性よ り も女性の方がロゴマークのデザイン性の影響をよ り受
けやすいという こ とが明らかとなった。  
仮説 6-2 の検証では、調査Aで用いたデザイン性の高いロゴマーク12とデザイン性の低
いロゴマーク16の組み合わせを 、調査対象の 「 文系・ 理系」 という属性の違いから分析
し 、調査対象の文系・ 理系の違いによる評価への影響について検証を行った。モデル全体
では、 Ｆ値 78.20 （ 自由度 3 ） とな り 、 5％水準で有意であった。 また説明変数である文
系・ 理系と ロゴマークについては、文系・ 理系がＦ値0.21 （ 自由度 1 ） とな り有意性を確
認できなかった。一方でロゴマークはＦ値 122.05 （ 自由度 1 ） とな り 5% 水準で有意であ
った。文系・ 理系と ロゴマークの交互作用はＦ値0.93 （ 自由度 1 ） とな り有意性を確認で
きなかった。以上よ り 、文系・ 理系という属性の違いでは、 ロゴマークのデザイン性の影
響に差を見出せないこ とが明らかとなった。  
 
 
図表 4-21  仮説 6-2 分析結果 
要因 平方和 自由度 平均平方和 F値 有意確率
級間要因 372 3 124.18 78.20 .00





要因 平方和 自由度 平均平方和 F値 有意確率
文理 .34 1 .34 .21 .65
ロゴマーク 193.81 1 193.81 122.05 .00






























第1節 本研究のむすび  
第1項 本研究から得られるインプリケーション  
本論文は、 B to B 企業のブランディングの 「 人材市場に対する効果」 と 「 ブランドのデ
ザイン性」 の関係に注目するこ とで、 「 B to B 企業が採用活動を行う際に、企業ブランド
のデザイン性が高い企業の方が、就職活動を行う学生から選ばれやすいのではないか。 」
という 「 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響」 を明らかにしよ う と試
みている 。  
研究の結果、 B to B 企業のブランディングの人材市場に対する効果のでは、ブランドの
「デザイン 」 が重要な影響を与えているこ とが明らかとなった。つま り本研究の結果は B 
to B企業のブランディングにおいても 「デザイン 」 が重要な要素であるこ とを示唆してい
る 。本研究では全部で11個の仮説の検証を行っている 。 これらの仮説の検証結果からは具
体的に以下の様な示唆を得るこ とができる 。  
まず仮説 1-1 及び仮説 1-2 では、 「 ロゴマークの存在の有無」 そのものが学生の就職活
動意向（ 興味・ 印象・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価） に対し影響を与えているか
について検証を行っている 。分析の結果、明らかに学生の就職活動意向に影響を与えてい
るこ と 、 またその影響はロゴマークを有する企業の方が、学生から高い評価を得ているこ
とが判明した。 さ らに仮説 2-1 及び仮説 2-2 では、 「 ロゴマークのデザイン性の高低」 が
学生の就職活動意向（ 興味・ 印象・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価） に対し影響を
与えているかについて検証を行っている 。分析の結果、明らかに学生の就職活動意向に影
響を与えているこ と 、 またその影響はロゴマークのデザイン性が高い企業の方が、学生か
ら高い評価を得ている事こ とが判明した。  
以上の分析結果から 、学生がリ クナビやエンジャパンなどの就職活動支援サイ トで企業
情報を検索してエン ト リーや説明会の予約を行う際に、あま り企業名の知られていない企
業については、 ロゴマークのデザイン性などの見た目の 「 印象」 を手掛かりにしているこ
とが分かる 。ケンウッ ドの事例で 「 中途採用の技術者から社名をTORIOから KENWOOD
に改めた背景には、総合エレク ト ロニクス メーカー志向があるこ とが理解されて信頼感を
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一段と高めた。 」 （ 山本  1989 ） とあるよ うに、企業のブランドを扱う姿勢はそのまま企
業の姿勢と して学生に捉えられている 。例えば、古かったブランドを一新する出来事は、
市場環境の変化へ積極的に対応する姿勢を企業が示している と捉えるこ とができる 。特に
同業種、同規模の類似した企業でありながら 、 「 印象」 の捉えられ方にも配慮してブラン
ディングに取組む企業と 、全く取組まない企業が同時に存在した場合は、両企業の差が一
層際立つこ と となる 。  
さ らに仮説 3-1 及び仮説 3-2 では、 「 ロゴマークが表現する企業特性の度合い 」 が学生
の就職活動意向（ 興味・ 印象・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価） に対し影響を与え
ているかについて検証を行っている 。分析の結果、明らかに学生の就職活動意向に影響を
与えているこ と 、 またその影響はロゴマークが企業特性をよ り表現している企業の方が、
学生から高い評価を得ているこ とが判明した。 また以上の仮説 1-1 から仮説 3-2 までの検
証結果を受け、仮説 4-1 では、 「 ロゴマークのデザイン性と就職活動の対象と して興味を
感じる企業の順位の相関関係」 について検証を行っている 。分析の結果、相関係数は 0.78
という非常に高い数値を示し 、 ロゴマークのデザイン性と就職活動の対象と して興味を感
じる企業の順位については明らかに相関関係があるこ とが判明した。  
上記の仮説 3-1 から仮説 1-4 の分析結果は、 B to B 企業にとってブランディングが重要
であるこ とに加え、 さ らに B to B の企業がブランディングに取組む際には、ブランドの
「デザイン性」 についても十分な検討を行う必要があるこ とを示唆している 。たとえブラ
ンドを一新したと しても 、新しいブランドが学生から 「 良さそ うな会社だ 」 「 先進性があ
りそ う 」 「 仕事が面白そう 」 といったポジティブな印象を持たれなければ効果がない。上
記の分析結果は、 このよ うなポジティブな印象を学生に持ってもら うための要素が 「デザ
イン性の高さ 」 及び 「 ロゴマークが企業特性を表現しているかど うか 」 であるこ とを示し
ている 。  
また企業がデザイン性の高いロゴマークを有する という こ とは、学生に 「 こんなにしっ
かり と したロゴマークを持てる という こ とは、ブランド開発にも十分な費用をかけるこ と
ができる資本力のある企業なのだ。 」 という情報も発信しているこ とになる 。 このこ とが
ポジティブな印象と合わさって、知名度の低い企業にとっては 「 信頼性の向上」 を後押し
する効果につながっている と推察される 。  
 仮説 5-1 及び仮説 5-2 では、 「 企業規模と ロゴマークのデザイン性の影響」 の関係につ
いて、学生の就職活動意向（ 興味・ 印象・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価） を通じ
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検証を行っている 。分析の結果、 ロゴマークのデザイン性の高低に関係なく企業規模の大
きい企業の方が評価が高まるこ と 、 しかしロゴマークのデザイン性の高低の影響は企業規
模が大き くなるにつれて高まるこ とが判明した。  
 以上の仮説 5-1 及び仮説 5-2 の分析結果は、学生が就職活動を行う際にはやはり 「 企業
規模」 の大きい企業の方が選ばれやすいと同時に、様々な規模の企業の中に、自社と同規
模の企業が存在した場合には、ブランドのデザイン性が高い企業の方が、学生から選ばれ
やすいこ とを示している 。  
さ らに仮説 6-1 及び仮説 6-2 では、 「 学生の性別もし くは文系・ 理系」 が就職活動意向
（ 興味・ 印象・ 調査意欲・ 説明会・ エン ト リーの評価） に対し影響を与えているかについ
て検証を行っている 。分析の結果、文系・ 理系の違いでは差を見いだせなかったが、性別
の違いでは、女性の方が男性よ り も強く ロゴマークのデザイン性の高低によって、企業へ
の評価が影響を受けているこ とが判明した。  
 上記の仮説 6-1 及び仮説 6-2 の分析結果は、就職活動を行う学生の性別によって、ブラ
ンドのデザイン性の影響が異なるこ とを示している 。具体的には男性と比べて女性の方
が、 ロゴマークのデザイン性が低い場合には男性よ り も評価が低くな り 、一方でロゴマー
クのデザイン性が高い場合には男性よ り も評価が高くなる 。  
このこ とは就職活動を行う学生の性別に合わせて、企業側のコ ミ ュニケーシ ョ ンの方法
を変えるこ とで、 よ り効率的に学生を集められるのではないかという可能性を示してい
る 。例えば、特に男性の社員を増やしたい企業は、数値などを多用した具体的な内容の説
明を強化する 。一方で女性の社員を増やしたい企業は、ブランドのデザイン性を向上させ
たり 、映像を用いて企業イ メージを伝える工夫をする 。 といった方法が有効である と考え




本研究では、上記のよ うに B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響につ
いて明らかにするこ とができた。 しかし全てを網羅しきれたわけではなく課題も残してい
る 。本研究の限界と しては次の 5つを挙げるこ とができる 。  
 1つ目の限界は、 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響について、人
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材市場に対する効果の側面からアプローチしている点である 。そのため B to B 企業の営業
活動におけるブランディングの効果については取り上げておらず、営業活動においてもブ
ランドのデザイン性が影響を与えるかど うかは、本論文からは断定できない。 しかしブラ
ンドのよ り広い役割に目を向ければ、従業員、人材市場、株主、社会という よ う なステー
クホルダーへの効果が認められれば、ブランドにとって 「デザイン 」 も重要な要素である
と言えるだろ う 。  
 2つ目の限界は、ブランドを象徴する要素を 「 ロゴマーク 」 に限定しており 、その他の
ブランド要素には言及していない点である 。本論文では、様々な企業が一般的に有してい
るブランド要素で、 さ らにブランドを象徴するものと して 「 ロゴマーク 」 を選択した。 し
かし企業によっては 「 キャラ クター 」や 「 スローガン 」 が企業を象徴するブランド要素と




ある 。  
 3つ目の限界は、調査設計の段階で様々な工夫は行っているものの、デザイン性などの
意図した説明変数以外の要因を 、完全に排除しきれていない点である 。例えば同規模の企
業であるこ とを示す場合には、実際に就職活動を行っているよ うな リア リティを演出する
ために、売上高や資本金、従業員数などの数値を僅かずつ変化させている 。調査票に記載
された被験者のコ メン トでは、ほとんど違いが分からないという意見が大半であった。 し
かし被験者が無意識のうちに僅かな変化であっても 、売上高や資本金、従業員数などの数
値が大きい企業を選んでいる可能性はある 。また調査も リ クナビやエンジャパンなどの就
職活動支援サイ ト を模した調査票を使用しているが、 Webサイ トではなく出力した冊子を
用いて行っており 、実際の就職活動と全く同じ状況ではない点も限界と して挙げるこ とが








報活動、 イベン ト実施などの様々なコ ミ ュニケーシ ョ ン手段合わせて用い、ブランディン
グの効果の増大を図る場合が多い。 しかし本論文では 「 ロゴマーク 」 という単一のブラン
ド要素に説明変数を限定して調査を行っているため、プロモーシ ョ ンなどを組み合わせた
場合の、ブランド ・ コ ミ ュニケーシ ョ ン全体の影響については明らかにできていない。  
 
 
第3項 今後の課題  
以上のよ うな本研究の限界を踏まえる と 、今後はさらに下記のよ うな研究の可能性が想
定できる 。 1つ目は、 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影響について、
営業活動に対する効果ではどのよ うな影響かあるのかの検証である 。 Bendixen, Bukasa and 
Bendixen （ 2004 ） や余田（ 2006 ） では、 B to B 企業のブランディングは営業活動に対して
も効果がある と示唆されている 。 さ らにこの効果に 「 ブランドのデザイン性」 という軸を
持ちこむこ とで、 B to B 企業におけるブランディングのさらに詳しい影響や価値の発見に
つながる と考えられる 。  
2つ目は、プロモーシ ョ ンや広告活動などのブランド ・ コ ミ ュニケーシ ョ ンと組み合わ
せた場合の影響の変化の検証である 。例えば同業種、同規模の類似した企業であって、 さ
らにどちらもロゴマークを有しているが、デザイン性は高い企業と低い企業が存在する場
合に、デザイン性の低い企業が広告などのコ ミ ュニケーシ ョ ン活動を組合せたら結果がど
のよ うに左右されるのか、 という よ う な課題も考えられる 。  
また 3つ目と しては、 「 キャ ラ クター 」や 「 スローガン 」 など注目するブランド要素の
違いによって影響が変化するのではないかという課題も考えられる 。上記のよ うな課題に
ついてさらに検証を重ねるこ とで、 B to B 企業のブランディングにおけるデザイン性の影
響について、 よ り知見が深まるに違いない。  
これまで B to B 企業のブランディングにおいては、 Keller （ 2010 ） にもあるよ うに価格
や性能などのブランド関連連想とのつながりが強く 、ブランド非関連連想の影響は尐ない
とみられてきた。 しかし余田、首藤（ 2006 ） が示しているよ うに、 B to B 企業のブランデ
ィングの効果は営業活動への貢献を目的と したものだけではない。ブランド効果の対象
を 、従業員、人材市場、株主、社会といったよ り大きな範囲でと らえれば、 B to B 企業に
おいても 、ブランディングを行う際には効率だけではなく 、他社からど ういう企業と して
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見られたいのか、 という こ とについてよ り深く考えていく必要がある 。  
1980年代から1990年にかけて、日本ではCI ・ VIと呼ばれる企業ブランドの再考が盛んに
行われた時期がある 。最近ではCI ・ VIという考え方はあま りにも普及してまたため、それ
ほど意識されなりつつある 。 しかし Keller （ 2010 ） が示した生産財及び B to B 製品のブラ
ンディングに対する追加的なガイ ド ラインの中でも 、生産財企業ではコーポレート ・ ブラ
ンディングやファ ミ リー ・ ブランディングを採用した明確なブランド階層の構築が有効で
ある という指摘があるこ とから 、生産財を含めた B to B の企業にとってこそ、改めてCI ・






























かげだと心よ り感謝しており ます。  
 主査でありモジュールの担当教授でもあり ます恩蔵先生には、 2年間のモジュールでの
ご指導をはじめ、本論文作成においても本当にお世話になりあ りがと う ございました。論
文作成を進める程、シンプルな先生のアドバイスが、いかに的確で洗練されたものかとい
う こ とが、身に沁みて分かるよ うにな り ました。モジュールのメンバーと して 2年間一緒
に学んだ、大平さん、梶浦さん、鳥井さん、中谷さん、村岡さんにも大変お世話になり ま
した。 このよ うな自由で、大人な、素晴らしいメンバーに恵まれたからこそ、学生生活を
よ り楽し く 、素晴らしいものにできたと心よ り感謝しています。上司の石井課長には、忙




さ らに大学時代の恩師であ り ます田口先生には、大学院への進学の相談にのっていただき
本当にあ りがと う ございました。大学時代に先生のご指導があったからこそ、社会人にな
ってから MBA で学んでみたいという気持ちを持てたのだと思います。  
この 2年間の学生生活を通じて私が得た最も大きいものは、学ぶこ との楽しさを改めて
実感できたこ とだと思います。 「 学ぶ 」 という こ とは、私を早稲田大学の学生してしま う
ほど凄い力をもっているのだという こ とを 、身を持って体験するこ とができました。大学
院に進学できたという こ と自体が私に、努力によって夢であったものが現実になるのだと
いう こ とを教えてくれました。 この経験を生かして、今後もぜひ 「 学び 」 を継続させてい
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本調査の調査票は以下の様なページ割で構成されている 。  
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被説明変数 説明変数 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
ロゴマーク11 178 4.46 1.26 .09 1 6
ロゴマーク12 178 4.91 1.21 .09 1 6
ロゴマーク13 178 2.17 1.23 .09 1 6
ロゴマーク14 178 4.66 1.23 .09 1 6
ロゴマーク15 178 1.91 .96 .07 1 6
ロゴマーク16 178 2.87 1.30 .10 1 6
合計 1068 3.50 1.71 .05 1 6
ロゴマーク11 178 3.42 .87 .07 1 5
ロゴマーク12 178 3.69 .89 .07 1 5
ロゴマーク13 178 2.24 .80 .06 1 4
ロゴマーク14 178 3.70 .81 .06 1 5
ロゴマーク15 178 2.22 .77 .06 1 5
ロゴマーク16 178 2.66 .84 .06 1 5
合計 1068 2.99 1.05 .03 1 5
ロゴマーク11 178 2.99 1.06 .08 1 5
ロゴマーク12 178 3.38 1.05 .08 1 5
ロゴマーク13 178 2.19 .94 .07 1 5
ロゴマーク14 178 3.40 1.00 .07 1 5
ロゴマーク15 178 2.16 .87 .07 1 5
ロゴマーク16 178 2.54 .90 .07 1 4
合計 1068 2.78 1.10 .03 1 5
ロゴマーク11 178 2.98 1.14 .09 1 5
ロゴマーク12 178 3.30 1.15 .09 1 5
ロゴマーク13 178 2.21 .95 .07 1 5
ロゴマーク14 178 3.33 1.06 .08 1 5
ロゴマーク15 178 2.14 .87 .07 1 5
ロゴマーク16 178 2.58 .96 .07 1 5
合計 1068 2.76 1.13 .03 1 5
ロゴマーク11 178 3.05 1.18 .09 1 5
ロゴマーク12 178 3.33 1.16 .09 1 5
ロゴマーク13 178 2.22 .98 .07 1 5
ロゴマーク14 178 3.38 1.05 .08 1 5
ロゴマーク15 178 2.21 .96 .07 1 5
ロゴマーク16 178 2.58 .97 .07 1 5
合計 1068 2.80 1.16 .04 1 5
ロゴマーク11 178 3.03 1.19 .09 1 5
ロゴマーク12 178 3.32 1.14 .09 1 5
ロゴマーク13 178 2.22 .98 .07 1 5
ロゴマーク14 178 3.33 1.02 .08 1 5
ロゴマーク15 178 2.23 .95 .07 1 5
ロゴマーク16 178 2.59 .97 .07 1 5
合計 1068 2.79 1.14 .03 1 5
ロゴマーク11 178 2.66 1.17 .09 1 5
ロゴマーク12 178 3.52 1.00 .07 1 5
ロゴマーク13 178 .01 .07 .01 - 1
ロゴマーク14 178 3.63 .91 .07 1 5
ロゴマーク15 178 .02 .24 .02 - 3
ロゴマーク16 178 1.43 .73 .06 1 5











被説明変数 説明変数 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
ロゴマーク21 178 2.18 1.45 .11 1 6
ロゴマーク22 178 4.81 1.22 .09 1 6
ロゴマーク23 178 3.38 1.33 .10 1 6
ロゴマーク24 178 4.71 1.37 .10 1 6
ロゴマーク25 178 3.15 1.47 .11 1 6
ロゴマーク26 178 2.69 1.55 .12 1 6
合計 1068 3.49 1.71 .05 1 6
ロゴマーク21 178 2.75 .82 .06 1 5
ロゴマーク22 178 3.68 .81 .06 1 5
ロゴマーク23 178 3.10 .86 .06 1 5
ロゴマーク24 178 3.62 .86 .06 1 5
ロゴマーク25 178 2.97 .83 .06 1 5
ロゴマーク26 178 2.90 .86 .06 1 5
合計 1068 3.17 .91 .03 1 5
ロゴマーク21 178 2.54 .92 .07 1 5
ロゴマーク22 178 3.53 .93 .07 1 5
ロゴマーク23 178 2.95 .91 .07 1 5
ロゴマーク24 178 3.46 .98 .07 1 5
ロゴマーク25 178 2.83 .92 .07 1 5
ロゴマーク26 178 2.82 .96 .07 1 5
合計 1068 3.02 1.00 .03 1 5
ロゴマーク21 178 2.57 .98 .07 1 5
ロゴマーク22 178 3.45 .96 .07 1 5
ロゴマーク23 178 2.91 .98 .07 1 5
ロゴマーク24 178 3.39 1.07 .08 1 5
ロゴマーク25 178 2.86 .96 .07 1 5
ロゴマーク26 178 2.81 .98 .07 1 5
合計 1068 3.00 1.04 .03 1 5
ロゴマーク21 178 2.56 .97 .07 1 5
ロゴマーク22 178 3.42 1.03 .08 1 5
ロゴマーク23 178 2.93 1.00 .07 1 5
ロゴマーク24 178 3.39 1.07 .08 1 5
ロゴマーク25 178 2.85 1.00 .07 1 5
ロゴマーク26 178 2.80 1.03 .08 1 5
合計 1068 2.99 1.06 .03 1 5
ロゴマーク21 178 2.54 1.00 .07 1 5
ロゴマーク22 178 3.48 .99 .07 1 5
ロゴマーク23 178 2.92 .99 .07 1 5
ロゴマーク24 178 3.41 1.10 .08 1 5
ロゴマーク25 178 2.85 1.06 .08 1 5
ロゴマーク26 178 2.83 1.01 .08 1 5
合計 1068 3.00 1.08 .03 1 5
ロゴマーク21 178 1.60 .83 .06 1 5
ロゴマーク22 178 3.81 .96 .07 1 5
ロゴマーク23 178 2.54 1.03 .08 1 5
ロゴマーク24 177 3.12 1.03 .08 1 5
ロゴマーク25 178 2.35 .98 .07 1 5
ロゴマーク26 178 2.44 1.07 .08 1 5











被説明変数 説明変数 度数 平均値 標準偏差 標準誤差 最小値 最大値
ロゴマーク31 178 3.19 1.33 .10 1 6
ロゴマーク32 178 4.96 1.26 .09 1 6
ロゴマーク33 178 2.37 1.48 .11 1 6
ロゴマーク34 178 4.17 1.65 .12 1 6
ロゴマーク35 178 2.65 1.59 .12 1 6
ロゴマーク36 178 3.61 1.47 .11 1 6
合計 1068 3.49 1.71 .05 1 6
ロゴマーク31 178 2.85 .77 .06 1 5
ロゴマーク32 178 3.83 .82 .06 2 5
ロゴマーク33 178 2.66 1.03 .08 1 5
ロゴマーク34 178 3.37 .96 .07 1 5
ロゴマーク35 178 2.90 1.02 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.32 .89 .07 1 5
合計 1068 3.16 1.00 .03 1 5
ロゴマーク31 178 2.74 .84 .06 1 5
ロゴマーク32 178 3.70 .94 .07 1 5
ロゴマーク33 178 2.63 1.10 .08 1 5
ロゴマーク34 178 3.30 .99 .07 1 5
ロゴマーク35 178 2.84 1.02 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.16 .96 .07 1 5
合計 1068 3.06 1.04 .03 1 5
ロゴマーク31 178 2.71 .89 .07 1 5
ロゴマーク32 178 3.66 .98 .07 1 5
ロゴマーク33 178 2.51 1.09 .08 1 5
ロゴマーク34 178 3.26 1.01 .08 1 5
ロゴマーク35 178 2.85 1.08 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.08 1.01 .08 1 5
合計 1068 3.01 1.08 .03 1 5
ロゴマーク31 178 2.70 .94 .07 1 5
ロゴマーク32 178 3.63 1.01 .08 1 5
ロゴマーク33 178 2.49 1.07 .08 1 5
ロゴマーク34 178 3.24 1.10 .08 1 5
ロゴマーク35 178 2.80 1.09 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.11 1.04 .08 1 5
合計 1068 3.00 1.11 .03 1 5
ロゴマーク31 178 2.70 .93 .07 1 5
ロゴマーク32 178 3.70 .98 .07 1 5
ロゴマーク33 178 2.46 1.09 .08 1 5
ロゴマーク34 178 3.26 1.08 .08 1 5
ロゴマーク35 178 2.76 1.06 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.11 1.03 .08 1 5
合計 1068 3.00 1.11 .03 1 5
ロゴマーク31 178 2.52 1.05 .08 1 5
ロゴマーク32 178 3.61 1.30 .10 1 14
ロゴマーク33 178 2.22 1.15 .09 1 5
ロゴマーク34 178 2.18 .91 .07 1 5
ロゴマーク35 178 3.00 1.10 .08 1 5
ロゴマーク36 178 3.53 1.51 .11 1 18











日本の名字七千傑  上位30位 
順　位 苗　字 人　口 由来
1 佐藤 約1,928,000 藤原秀郷の後裔、左衛門尉公清が佐藤を称するに始まる。
2 鈴木 約1,707,000 物部氏族穂積氏の後裔、紀伊国熊野の豪族で熊野神社勧請で広まる。
3 高橋 約1,416,000 物部氏族の高橋連、伊勢神宮祠官、弥彦大宮司など全国的に諸流多し。
4 田中 約1,336,000 蘇我氏族の田中臣、清和源氏、桓武平氏、藤原氏、橘氏などの諸流多し。
5 渡辺 約1,135,000 嵯峨源氏、源融四世の孫、渡辺綱の後裔。摂津国西成郡渡辺発祥。
6 伊藤 約1,080,000 藤原秀郷の後裔、佐藤公清の曾孫基景が伊勢に住み称したのに始まる。
7 山本 約1,077,000 賀茂社神職家、清和源氏、桓武平氏、藤原氏、日下部氏など諸流多し。
8 中村 約1,058,000 中村連、清和源氏、宇多源氏、桓武平氏、藤原氏など諸流多し。
9 小林 約1,019,000 大神姓、清和源氏、桓武平氏、藤原氏秀郷流など、神官系が多い。
10 斎藤 約980,000 藤原利仁の子、斎宮頭叙用が斎藤を称するに始まる。
11 加藤 約860,000 加賀の藤原氏。藤原利仁の六世正重に始まり、全国に分布。
12 吉田 約835,000 吉田連、卜部姓公家、吉田社社家、清和源氏、桓武平氏、藤原氏など諸流多し。
13 山田 約816,000 山田臣、山田連、山田県主、平城天皇の山田皇子裔、源氏、平氏、藤原氏など。
14 佐〄木 約716,000 近江国蒲生郡佐〄木より起こる宇多源氏。
15 山口 約641,000 山口臣、清和源氏、桓武平氏、多〄良氏、日下部氏、小野姓横山党など。
16 松本 約634,000 伏見稲荷神職家、石清水祠官、清和源氏、宇多源氏、桓武平氏など諸流多し。
17 井上 約610,000 清和源氏頼季流（信濃国高井郡井上）、安倍氏（三河）などが有名。
18 木村 約584,000 藤原氏秀郷流（下野）、紀氏（近江）、物部氏（摂津）、穂積氏（紀伊）など。
19 林 約541,000 林連、林臣、林宿禰、大伴氏、越智氏、清和源氏、桓武平氏、藤原氏など。
20 清水 約524,000 丹党、清原氏、清和源氏、藤原氏秀郷流など諸流多し。
21 山崎 約488,000 清和源氏、宇多源氏、村上源氏、藤原氏、橘氏など全国の山崎地名より発祥。
22 中島 約481,000 尾張の神魂命裔、山城の鴨県主裔。諏訪神家、清和源氏、村上源氏、藤原氏も。
23 池田 約461,000 池田首の裔。ほかに美濃国土岐郡発祥の清和源氏頼光流は後の岡山藩池田氏。
24 阿部 約458,000 孝元帝皇子大彦命後裔の大族。福山藩主は藤原道兼流、半原藩主は滋野氏。
25 橋本 約448,000 和泉の和田氏族。ほかに清和源氏、宇多源氏、桓武平氏、公家藤原氏など。
26 山下 約435,000 清和源氏、宇多源氏、藤原秀郷流、宇都宮氏流など諸流多し。
27 森 約434,000 戦国大名森氏は清和源氏義家流。宇多源氏、藤原氏、清原氏など諸流多し。
28 石川 約414,000 蘇我石川宿祢後裔の大族。ほかに清和源氏、小野氏、紀氏、伴氏など。
29 前田 約395,000 加賀藩主は尾張菅原氏の後裔。前田臣、橘氏、藤原氏など諸流多し。
30 小川 約387,000 小川真人、小川造、日奉姓西党、清和源氏、桓武平氏、藤原氏など諸流多し。
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